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(57)【要約】
【課題】ピン圧入作業時に第１部材の二股部分が撓むこ
とを、揺動リンクの構成部品を用いて防止する。
【解決手段】二股部分に軸受部（２４，２５）を有する
第１部材（９）と、軸受部（３１）を有し第１部材の二
股部分に介装される第２部材（６）と、第１部材の軸受
部に圧入され、第２部材の軸受部を通り、第１部材と前
記第２部材とを連結するピンとを備え、第１部材または
第２部材のうち一方の部材（９）に対して他方の部材（
６）が所定の稼働範囲で揺動する揺動リンク構造におい
て、他方の部材（６）を稼動範囲外の姿勢にした場合に
第１部材（９）の二股部分と第２部材（６）とがピン軸
方向に当接し、他方の部材を稼動範囲内の姿勢に戻した
場合に第１部材（９）の二股部分と第２部材（６）との
当接が外れる構成とする。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　二股部分に軸受部を有する第１部材と、
　軸受部を有し前記第１部材の二股部分に介装される第２部材と、
　前記第１部材の軸受部に圧入され、前記第２部材の軸受部を通り、前記第１部材と前記
第２部材とを連結するピンと
　を備え、
　前記第１部材または前記第２部材のうち一方の部材に対して他方の部材が所定の稼働範
囲で揺動する揺動リンク構造において、
　前記他方の部材を稼動範囲外の姿勢にした場合に前記第１部材の二股部分と前記第２部
材とがピン軸方向に当接し、前記他方の部材を稼動範囲内の姿勢に戻した場合に前記第１
部材の二股部分と前記第２部材との当接が外れる構成とする
ことを特徴とする揺動リンク連結構造。
【請求項２】
　前記ピン軸方向に当接するとは、前記第２部材が前記第１部材の二股部分に軽く圧入さ
れた状態となっているかまたは前記第１部材の二股部分と前記第２部材との間にピン軸方
向の微小な隙間がある状態をいうことを特徴とする請求項１に記載の揺動リンク連結構造
。
【請求項３】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に前記第１部材の二股部分と前記第２部
材とが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に当
接するとき、この第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面のうち、少なくとも一方を機
械加工することを特徴とする請求項１または２に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項４】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の軸受部及び前記第２
部材の軸受部のピン軸方向厚さを、前記ピン周方向に、前記第１部材の軸受部のうち前記
第２部材の軸受部に対向する側の面と、前記第２部材の軸受部端面との間にクリアランス
がなくなるように変化させ、かつ前記他方の部材を稼働範囲内の姿勢に戻した場合に、前
記第１部材の軸受部及び前記第２部材の軸受部のピン軸方向厚さを、前記ピン周方向に、
前記第１部材の軸受部のうち前記第２部材の軸受部に対向する側の面と、前記第２部材の
軸受部端面との間に所定のクリアランスを保ちつつ変化させることを特徴とする請求項１
から第３までのいずれか一つに記載の揺動リンク連結構造。
【請求項５】
　前記他方の部材を稼働範囲内の姿勢にした場合に、前記第２部材の軸受部を、ピン軸を
中心として荷重が加わる側と、それとは逆の荷重が加わらない側との２つに分けたとき、
荷重が加わる側の軸受部のピン軸方向厚さを荷重が加わらない側の軸受部のピン軸方向厚
さより厚くすることを特徴とする請求項４に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項６】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の二股部分と前記第２
部材とが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に
当接するとき、この第１部材の二股部分と前記第２部材との間のピン軸方向のクリアラン
スを無くするリブを前記第２部材が有することを特徴とする請求項１から第３までのいず
れか一つに記載の揺動リンク連結構造。
【請求項７】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の二股部分と前記第２
部材とが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に
当接するとき、この第１部材の二股部分と前記第２部材との間のピン軸方向のクリアラン
スを無くするリブを前記第１部材が有することを特徴とする請求項１から第３までのいず
れか一つに記載の揺動リンク連結構造。
【請求項８】
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　前記第１部材の二股部分の付け根側に軸受部でない延長部を有すると共に、前記第２部
材には前記軸受部でない本体部分と、この本体部分からピン軸方向に突出するリブとを有
し、
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の延長部と前記第２部
材の本体部分から突出するリブとが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記
第２部材とがピン軸方向に当接するとき、前記第２部材の軸受部及びリブのピン軸方向端
面と、前記第１部材の軸受部及び延長部のうち前記第２部材と対面する側の面とが同一平
面であることを特徴とする請求項６に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項９】
　前記リブのピン軸方向端面がピン軸方向に直交する面に対して傾斜する斜面であること
を特徴とする請求項６または７に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１０】
　前記第１部材の二股部分と、前記第２部材のリブの一部とが嵌合することによって前記
第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に当接するとき、この第１部材の二股
部分と前記第２部材との間のピン軸方向のクリアランスを無くし、リブの残りは前記第１
部材の二股部分と嵌合しないで前記第１部材の二股部分にピン軸方向に直交する方向から
当接していることを特徴とする請求項６に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１１】
　前記第１部材は往復動エンジンのピストン、前記第２部材はこのピストンとクランクシ
ャフトを連結するコンロッド、前記第１部材と前記第２部材とを連結するピンはピストン
ピンであることを特徴とする請求項１から１０までのいずれか一つに記載の揺動リンク連
結構造。
【請求項１２】
　前記第１部材は往復動エンジンのピストン、前記第２部材はこのピストンとクランクシ
ャフトを連結するコンロッド、前記第１部材と前記第２部材とを連結するピンはピストン
ピンであり、
　エンジン実動中のコンロッドがピストン軸に対して片側に振れるリンクジオメトリであ
る場合に、前記ピストンのリブは、このエンジン実動中のコンロッドが片側に振れる側と
逆の側に設けることを特徴とする請求項７に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１３】
　往復動エンジンのピストンとピストンピンを介して一端が連結されるアッパーリンクと
、
　このアッパーリンクにアッパーピンを介して揺動可能に連結されると共にクランクピン
に回転可能に装着されるロアーリンクと、
　このロアーリンクとコントロールピンを介して揺動可能に連結されると共にシリンダブ
ロックに設けられた支点中心に揺動するコントロールリンクと
　を備え、
　前記第１部材はピストン、前記第２部材はアッパーリンク、前記第１部材と前記第２部
材とを連結するピンはピストンピンであることを特徴とする請求項１から第１０までのい
ずれか一つに記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１４】
　往復動エンジンのピストンとピストンピンを介して一端が連結されるアッパーリンクと
、
　このアッパーリンクにアッパーピンを介して揺動可能に連結されると共にクランクピン
に回転可能に装着されるロアーリンクと、
　このロアーリンクとコントロールピンを介して揺動可能に連結されると共にシリンダブ
ロックに設けられた支点中心に揺動するコントロールリンクと
　を備え、
　前記第１部材はピストン、前記第２部材はアッパーリンク、前記第１部材と前記第２部
材とを連結するピンはピストンピンであり、
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　エンジン実動中のアッパーリンクがピストン軸に対して片側に振れるリンクジオメトリ
である場合に、前記ピストンのリブを、エンジン実動中のアッパーリンクが片側に振れる
側と逆の側に設けることを特徴とする請求項７に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１５】
　アンチスラスト側のピストンスカートの幅をスラスト側より狭くし、かつピストンの二
股部分の軸受部及びアッパーリンクの軸受部のピストンピン軸方向幅をピストン直径より
小さくすることを特徴とする請求項１３または１４に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１６】
　最大の燃焼荷重発生時にピストンピンを中心とするアッパーリンクの角速度が略ゼロに
なるリンクジオメトリであることを特徴とする請求項１３から１５までのいずれか一つに
記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１７】
　アッパーピンの運動軌跡は、ピストン運動方向を長軸とし、これに直交する方向を短軸
とする楕円であることを特徴とする請求項１６に記載の揺動リンク連結構造。
【請求項１８】
　ピストンとピストンピンを介して一端が連結されるアッパーリンクと、
　このアッパーリンクにアッパーピンを介して揺動可能に連結されると共にクランクピン
に回転可能に装着されるロアーリンクと、
　このロアーリンクとコントロールピンを介して揺動可能に連結されると共にシリンダブ
ロックに設けられた支点中心に揺動するコントロールリンクと
　を備え、
　前記第１部材はロアーリンクとアッパーリンクのいずれか一方、前記第２部材は第１部
材でない残りのリンク、前記第１部材と前記第２部材とを連結するピンはアッパーピンで
あるかまたは前記第１部材はロアーリンクとコントロールリンクのいずれか一方、前記第
２部材は第１部材でない残りのリンク、前記第１部材と前記第２部材とを連結するピンは
コントロールピンであることを特徴とする請求項１から第１０までのいずれか一つに記載
の揺動リンク連結構造。
【請求項１９】
　前記第１部材と前記第２部材のうちクランクシャフト軸心からの重心位置が遠い方の部
材を機械加工することを特徴とする請求項１１から第１８までのいずれか一つに記載の揺
動リンク連結構造。
【請求項２０】
　所定の外径を有するピンと、
　二股部分に軸受部を有し、この軸受部の孔径が前記ピンの外径よりも所定量だけ小さい
第１部材と、
　軸受部を有し、この軸受部の孔径が前記ピンの外径よりも大きい第２部材と
　を備え、
　前記第１部材または前記第２部材のうち一方の部材に対して他方の部材が所定の稼働範
囲で揺動するように前記第１部材と前記第２部材とを連結する揺動リンク連結方法におい
て、
　前記他方の部材を可動範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の軸受部の孔及び前記
第２部材の軸受部の孔を一致させつつ前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸
方向に当接するようにする当接処理手順と、
　この当接させた状態で前記第１部材の軸受部の孔に前記ピンを圧入する圧入処理手順と
、
　このピンの圧入完了後に前記他方の部材を可動範囲内の姿勢に戻した場合に、前記第１
部材の二股部分と前記第２部材との当接を外す当接外し処理手順と
　を含むことを特徴とする揺動リンク連結方法。
【請求項２１】
　前記ピン軸方向に当接するとは、前記第２部材が前記第１部材の二股部分に軽く圧入さ



(5) JP 2009-41680 A 2009.2.26

10

20

30

40

50

れた状態となっているかまたは前記第１部材の二股部分と前記第２部材との間にピン軸方
向の微小な隙間がある状態をいうことを特徴とする請求項２０に記載の揺動リンク連結方
法。
【請求項２２】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の二股部分と前記第２
部材とが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に
当接するとき、この第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面を、前記ピンを圧入する前
に削ることを特徴とする請求項２０に記載の揺動リンク連結方法。
【請求項２３】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の二股部分と前記第２
部材とが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に
当接するとき、この第１部材の二股部分と第２部材との間のピン軸方向のクリアランスを
無くするリブを前記第２部材が有し、前記ピンの圧入完了後に前記リブを削ることを特徴
とする請求項２０に記載の揺動リンク連結方法。
【請求項２４】
　前記他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に、前記第１部材の二股部分と前記第２
部材とが嵌合することによって前記第１部材の二股部分と前記第２部材とがピン軸方向に
当接するとき、この第１部材の二股部分と第２部材との間のピン軸方向のクリアランスを
無くするリブを前記第１部材が有し、前記ピンの圧入完了後に前記リブを削ることを特徴
とする請求項２０に記載の揺動リンク連結方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、揺動リンク連結構造および揺動リンク連結方法の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　二股部分に軸受部（ピンボス部３１，３２）を有する第１部材（アッパーリンク５）と
、軸受部（ピンボス部２４）を有し第１部材（アッパーリンク５）の二股部分に介装され
る第２部材（ピストン８）と、第１部材の軸受部に圧入され、第２部材の軸受部を通り、
第１部材と第２部材とを連結するピン（ピストンピン７）とを備え、第１部材または第２
部材のうち一方の部材である第２部材に対して他方の部材である第１部材が所定の稼働範
囲で揺動する揺動リンク構造がある（特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００５－７６６４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、第１部材の二股部分の軸受部にピンを圧入する際には、第１部材の二股部分
が撓むのを防ぐため、第１部材の二股部分のピン軸方向の空間に治具（ｊｉｇ）を挿入し
ピン軸方向の隙間をなくして第１部材の二股部分を支えることが考えられる。
【０００４】
　しかしながら、ピン圧入作業のたびに治具を使うのではピンの圧入作業時の工数が増加
してしまう。
【０００５】
　そこで本発明は、ピン圧入作業時に第１部材の二股部分が撓むことを、揺動リンクの構
成部品を用いて防止し、ピン圧入作業時の工数を低減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、二股部分に軸受部（２４，２５）を有する第１部材（９）と、軸受部（３１
）を有し第１部材（９）の二股部分に介装される第２部材（６）と、第１部材（９）の軸
受部（２４，２５）に圧入され、第２部材の軸受部（２４，２５）を通り、第１部材（９



(6) JP 2009-41680 A 2009.2.26

10

20

30

40

50

）と第２部材（６）とを連結するピン（８）とを備え、第１部材（９）または第２部材（
６）のうち一方の部材（９）に対して他方の部材（６）が所定の稼働範囲で揺動する揺動
リンク構造において、他方の部材（６）を稼動範囲外の姿勢にした場合に第１部材（９）
の二股部分と第２部材（６）とがピン軸方向に当接し、他方の部材（６）を稼動範囲内の
姿勢に戻した場合に第１部材（９）の二股部分と第２部材（６）との当接が外れる構成と
する。
【０００７】
　また、本発明は、所定の外径を有するピン（８）と、二股部分に軸受部（２４，２５）
を有し、この軸受部（２４，２５）の孔径がピン（８）の外径よりも所定量だけ小さい第
１部材（９）と、軸受部（３１）を有し、この軸受部（３１）の孔径がピン（８）の外径
よりも大きい第２部材（６）とを備え、第１部材（９）または第２部材（６）のうち一方
の部材（９）に対して他方の部材（６）が所定の稼働範囲で揺動するように第１部材（９
）と第２部材（６）とを連結する揺動リンク連結方法において、他方の部材（６）を可動
範囲外の姿勢にした場合に、第１部材（９）の軸受部（２４，２５）の孔及び第２部材（
６）の軸受部（３１）の孔を一致させつつ第１部材（９）の二股部分と第２部材（６）と
がピン軸方向に当接するようにし、この当接させた状態で第１部材（９）の軸受部（２４
，２５）の孔にピン（８）を圧入し、このピン（８）の圧入完了後に他方の部材（６）を
可動範囲内の姿勢に戻した場合に、第１部材（９）の二股部分と第２部材（６）との当接
を外す。
【発明の効果】
【０００８】
　第１の発明によれば、二股部分に軸受部を有する第１部材と、軸受部を有し第１股部材
の二股部分に介装される第２部材と、第１部材の軸受部に圧入され、第２部材の軸受部を
通り、第１部材と第２部材とを連結するピンとを備え、第１部材または第２部材のうち一
方の部材に対して他方の部材が所定の稼働範囲で揺動する揺動リンク構造において、他方
の部材を稼動範囲外の姿勢にした場合に第１部材の二股部分と第２部材とがピン軸方向に
当接し、他方の部材を稼動範囲内の姿勢に戻した場合に第１部材の二股部分と第２部材と
の当接が外れる構成としたので、他の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合には、構成部品
である第２部材がピン圧入作業時に第１部材の二股部分を支持する治具として働くことに
なり、ピンの圧入作業を確実に行わせることができる。これにより、ピンの圧入作業時に
、ピンと、第１部材の軸受部との摩擦によって二股部分が撓むことを防止できる。
【０００９】
　一方、他方の部材を稼動範囲内の姿勢に戻した場合には、第１部材の二股部分と第２部
材との当接が外れるので、一方の部材に対して他方の部材が所定の稼働範囲で揺動し得る
こととなる。すなわち、第１部材の二股部分と第２部材とが直接摺動することがないので
、フリクションの増加を抑制できる。
【００１０】
　また、ピンの第１部材の軸受部への圧入により、ピンと第１部材の軸受部との間が摺動
面ではなくなるため、潤滑上の問題が回避され、かつピン抜け止め防止用のＣリングやサ
ークリップが不要となるため、第１部材の軸受部のピン軸方向幅を低減できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００１２】
　図１は複リンク型のピストンクランク機構を備えるレシプロ式エンジンの概略構成図で
、複リンク型のピストンクランク機構に本発明の揺動リンク構造を適用している。図１は
エンジンをフロントからみた図（エンジンフロントビュー）で、図１左側にはピストン９
が上死点位置より下死点位置へと動く途中での状態（中間行程）を、また、図１右側には
ピストン９が下死点位置にある状態をそれぞれ示している。
【００１３】
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　複リンク型のピストンクランク機構を備えるレシプロ式エンジンそのものは、例えば特
開２００１－２２７３６７号公報等によって公知となっているので、公知になっている複
リンク型ピストンクランク機構を備えるレシプロ式エンジン（この公知になっているレシ
プロ式エンジンを、以下「先行エンジン」という。）の概要を先に説明する。
【００１４】
　なお、先行エンジンは図２８に示したように、シリンダ軸線Ｓがクランクシャフト２の
回転中心Ｏより、エンジンをフロントから見て左右方向にオフセットしていないものであ
るのに対して、後述するように、本実施形態ではシリンダ軸線Ｓがクランクシャフト２の
回転中心Ｏより、エンジンをフロントから見て右方向のオフセットを有すると共に、ピス
トン９の下死点近傍位置において、スラスト力が、２つあるスラスト側のうちクランクシ
ャフト２の回転中心Ｏより遠い側のシリンダ１０ａに作用するようにしている点が先行エ
ンジンと相違する。
【００１５】
　図１において、クランクシャフト２には、エンジン本体の一部を構成するシリンダブロ
ック１内の主軸受（図示しない）に回転可能に支持されるクランクジャーナル３が各気筒
毎に設けられている。各クランクジャーナル３は、その軸心Ｏがクランクシャフト２の軸
心（回転中心）と一致しており、クランクシャフト２の回転軸部を構成している。
【００１６】
　また、クランクシャフト２は、軸心Ｏから偏心して各気筒毎に設けられたクランクピン
４と、クランクピン４をクランクジャーナル３へ連結するクランクアーム４ａと、軸心Ｏ
に対してクランクピン４と反対側に配置され、主としてピストン運動の回転１次振動成分
を低減するカウンターウェイト４ｂとを有している。クランクアーム４ａとカウンターウ
ェイト４ｂとは、この実施形態では一体的に形成されている。
【００１７】
　そして本実施形態では、各気筒毎に形成されたシリンダ１０に摺動可能に嵌合するピス
トン９と、上記のクランクピン４とが、複数のリンク部材、すなわちアッパーリンク６（
第１のリンク）とロアーリンク５（第２のリンク）とにより機械的に連携されている。ア
ッパーリンク６の上端側は、ピストン９に固定的に設けられたピストンピン８（第１のピ
ン）に、軸心Ｏｃ周りに相対回転可能に外嵌している。また、アッパーリンク６の下端側
とロアーリンク５の、ほぼ二等分された一方の本体５ａとは、両者を挿通するアッパーピ
ン７（第２のピン）によって、軸心Ｏｄ周りに相対回転可能に連結されている。
【００１８】
　ロアーリンク５は、クランクピン４を挟持するように、２つの本体５ａ，５ｂを取付け
て構成されており、この挟持部分でクランクピン４と軸心Ｏｅ周りに相対回転可能に装着
されている。ほぼ２等分された他方のロアーリンク本体５ｂとコントロールリンク１１（
第３のリンク）の上端側とは、両者を挿通するコントロールピン１２（第３のピン）によ
って軸心Ｏｆ周りに相対回転可能に連結されている。
【００１９】
　このコントロールリンク１１の下端側は、シリンダブロック１に回動可能に支持される
偏心カム部１４を有するコントロールシャフト１３に、その軸心Ｏｂ周りに揺動可能に外
嵌，支持されている。すなわち、コントロールシャフト１３の外周には偏心カム部１４が
回転可能に設けられており、偏心カム部１４の軸心Ｏａは、コントロールシャフト１３の
軸心Ｏｂに対して所定量偏心している。この偏心カム部１４は、ウォームギア１５を介し
て圧縮比制御アクチュエータ１６によって、機関の運転状態に応じて回動制御されるとと
もに、任意の回動位置で保持されるようになっている。
【００２０】
　このような構成により、クランクシャフト２の回転に伴って、クランクピン４，ロアー
リンク５，アッパーリンク６及びピストンピン８を介してピストン９がシリンダ１０内を
昇降するとともに、ロアーリンク５に連結するコントロールリンク１１が、下端側の揺動
軸心Ｏｂを支点として揺動する。
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【００２１】
　また、上記の圧縮比制御アクチュエータ１６により偏心カム部１４を回動制御すること
により、コントロールリンク１１の揺動軸心となるコントロールシャフト１３の軸心Ｏｂ
が偏心カム部１４の軸心Ｏａ周りに回転し、つまりコントロールリンク１１の揺動中心位
置Ｏｂがエンジン本体（及びクランクシャフト回転中心Ｏ）に対して移動する。これによ
り、ピストン９の行程が変化して、エンジンの各気筒の圧縮比が可変制御される。
【００２２】
　このようにピストン９を複数のリンク部材を介してクランクシャフト２により駆動する
複リンク型のピストンクランク機構を備えるレシプロ式エンジン、つまり先行エンジンを
前提として、本実施形態では、シリンダ軸線Ｓをクランクシャフト２の回転中心Ｏより、
エンジンをフロントから見て左右方向に所定量オフセットする。オフセットの方向はエン
ジンをフロント側から見てクランクシャフト２の回転方向が時計回りの場合に、右方向で
ある。
【００２３】
　また、このとき、ピストン９下死点位置近傍においてピストン９の慣性力に起因するス
ラスト力が、２つあるスラスト側のうちクランクシャフト２から遠い側（図１で右側）の
シリンダ１０ａに作用するようにする。
【００２４】
　図１においてカウンターウェイト４ｂの最外径の軌跡（クランクシャフト２の回転中心
Ｏを中心とする円となる）をＴで書き入れている。２つあるスラスト側のうちクランクシ
ャフト２の回転中心Ｏより近い側（図１で左側）のシリンダ１０ｂの下端まで、２つある
スラスト側のうちクランクシャフト２の回転中心Ｏより遠い側（図１で右側）のシリンダ
１０ａの下端と同じに下方に延長したのでは、近い側のシリンダ１０ｂがカウンターウェ
イト４ｂと干渉してしまうので、２つあるスラスト側のうちクランクシャフト２の回転中
心Ｏより近い側のシリンダ１０ｂの下端１０ｄは、２つあるスラスト側のうちクランクシ
ャフト２の回転中心Ｏより遠い側のシリンダ１０ａの下端１０ｃよりも下方に短く設定さ
れている。言い換えると、シリンダ１０のスラスト側の２つの下端は同じ位置にはなく、
２つあるスラスト側のうちクランクシャフト２の回転中心より遠い側のシリンダ１０ａの
下端１０ｃが、２つあるスラスト側のうちクランクシャフト２の回転中心より近い側のシ
リンダ１０ｂの下端１０ｄに比べて、下方に延長されている。
【００２５】
　このように、２つあるスラスト側のうちクランクシャフト２の回転中心Ｏより遠い側の
シリンダ１０ａの下端１０ｃが、クランクシャフト２の回転中心Ｏより近い側のシリンダ
１０ｂの下端１０ｄよりも下方に延長されていると、クランクシャフト２の回転中心Ｏよ
り遠い側のシリンダ１０ａにおける下死点近傍位置でのピストン摺動面が、クランクシャ
フト２の回転中心Ｏより近い側のシリンダ１０ｂにおける下死点近傍位置でのピストン摺
動面より大きくなる。
【００２６】
　また、図２右側の２つの図に示したように、ピストン上死点位置でのピストン冠面９ｍ
とクランクシャフト２の回転中心Ｏとの間の上下方向距離を変えることなく、図２左側の
２つの図に示す標準エンジンよりもピストン下死点位置を下げようとすれば、ピストン下
死点近傍位置において、ピストン９のスカート部がカウンターウェイト４ｂと干渉してし
まうので、この干渉を避けるためピストン９のスカート部を次のように形成する。
【００２７】
　これについて、図３～図６を参照して説明すると、図３はエンジンをフロントから見て
、ピストンピン軸に直交する平面で切ったときのピストン９の縦断面図、図４はエンジン
を右方向からみて、ピストンピン軸を含む平面で切ったときのピストン９の縦断面図、図
５はピストン９の一部を切り欠いて示す斜視図、図６はピストン９の側面図である。
【００２８】
　ピストン９は、アルミニウム合金を用いて一体に鋳造されたものであって、比較的厚肉
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な円盤状をなすピストン頭部２１の外周面に、複数本、例えば３本のピストンリング溝２
２が形成され、ピストン９のスラスト－反スラスト方向となる周方向の一部には、上記外
周面から円筒面に沿って延びるように、スカート部２３が形成されている。このスカート
部２３は、図６に示すように、ピストンピン８と直交する方向から見た投影形状が略矩形
状をなし、そのピストンピン軸方向に沿った幅Ｌは、ピストンピン８の全長と略等しいか
、あるいはピストンピン８の全長よりも短いものとなっている。つまり、スカート部２３
は、周方向の非常に小さな範囲に設けられている。
【００２９】
　また、上記ピストン９（第１部材）の中心部つまり円盤状をなすピストン頭部２１の裏
面中心部に、二股部分が図４に示すように鉛直下方に伸びて形成されており、この二股部
分に一対のピンボス部２４，２５（軸受部）を有している。ピストン９の二股部分の間に
はロアーリンク６（第２部材）の上端ピンボス部３１（軸受部）がはまりこむ空間が設け
られている。ピストン９の二股部分に設けている一対のピンボス部２４，２５は、ピスト
ンピン８の両端部を支持するものである。この実施形態では、一対のピンボス部２４，２
５に円筒状に形成されるピン孔２６，２７の内径はピストンピン８の外径よりも極く僅か
小さく、ピストンピン８が後述するように圧入されるようになっている。上記ピン孔２６
，２７の内周には、ピストンピン軸方向に沿った油溝２８，２９が形成されている。
【００３０】
　一方、アッパーリンク６（第２部材）は鋼製のものであり、上端、下端の２つのピンボ
ス部３１，３２と、これらを支持するロッド部３５とから構成されている。図７に示すよ
うに、ピストン９側の一端（上端）に、ピンボス部３１（軸受部）が短い円筒状に形成さ
れ、この上端ピンボス部３１にピストンピン８の中央部が回転自在に嵌合するピン孔３２
が貫通形成されている。このピン孔３２には後述する図８（Ｂ）に示すようにリング状の
ブッシュ４１が収納され、ブッシュ４１の内径はピストンピン８の外径よりも極く僅か大
きく、ピストンピン８との間に所定のクリアランスが生じるようになっている。
【００３１】
　また、ロアーリンク５と連結されるアッパーリンク６の他端（下端）にも、図７に示す
ようにピストン９側の上端部と同様に、アッパーピン７の中央部を支持する下端ピンボス
部３３（軸受部）が形成されている。この下端ピンボス部３３は、ロアーリンク本体５ａ
側に形成される一対のピンボス部６１，６２（後述する）の間に挟まれた形となり、アッ
パーピン７の中央部に嵌合する。このような構成は、ピストンピン８、アッパーピン７の
潤滑の上で有利となる。
【００３２】
　ここで、ピストンピン８が受ける荷重とアッパーピン７が受ける荷重とは基本的に等し
いので、ピストンピン８とアッパーピン７とは、互いに等しい径とすることができる。従
って、例えば、アッパーリンク６の上下ピンボス部３１、３３を全く対称に構成すること
が可能である。
【００３３】
　図８（Ｂ）は、上記ピストン９と上記アッパーリンク６とを、ピストンピン８によって
連結した組付状態を示している。一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部
分の間に挟まれるように、アッパーリンク６のピンボス部３１が位置し、ピストンピン８
の両端部をピストン９の二股部分側が支持し、かつピストンピン８の中央部にアッパーリ
ンク６のピンボス部３１が回転自在に嵌合する。これら３つのピンボス部２４，２５，３
１およびピストンピン８からなるピストン９とアッパーリンク５との揺動リンク連結構造
のピストンピン軸方向の寸法（図６のＬ１）は、ピストン９ないしはシリンダ１０の直径
に比べて、かなり小さなものとなっている。
【００３４】
　そして、ピストン９が下死点近傍にあるときに、ピストンピン８を保持した一対のピン
ボス部２４，２５の側方を、カウンターウェイト４ｂの最外径部が通過するようになって
いる（図８（Ｂ）では左側方を通過するカウンターウェイト４ｂのみを示す）。
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【００３５】
　また、図８（Ｂ）から明らかなように、スカート部２３も小型化されていることから、
上記のようにカウンターウェイト４ｂが一対のピンボス部２４，２５の側方を通過する際
に、スカート部２３と干渉することはない。このようにスカート部２３を小型化すると、
その剛性を大きく確保することは困難であるが、複リンク式ピストン－クランク機構にお
いては、ピストン９を傾けようと作用するサイドスラスト荷重は、一般の単リンク式ピス
トン－クランク機構の場合よりも小さくなるので、スカート部２３は最小の大きさで済む
。具体的には、ピストン９に最大燃焼圧が作用するのは、膨張行程の前半であり、ピスト
ン頭部２１が最大荷重を受けることになるが、このとき、アッパーリンク６は、垂直に近
い姿勢であり、シリンダ１０の軸線に対する傾きが非常に小さい。特に、単リンク式ピス
トン－クランク機構の場合のコネクティングロッドの姿勢に比べて、シリンダ１０の軸線
に対する傾きを、より小さくすることが可能である。従って、サイドスラスト荷重が低減
し、スカート部２３の小型化が可能となる。これについてさらに述べると、図２７に示し
たように上記アッパーピン７の運動軌跡を楕円とすることで、ピストンピン８を中心とす
るアッパーリンク６の揺動角度が小さくなりアッパーリンク６の揺動角速度が小さくなる
。アッパーリンク６に作用する燃焼荷重は、通常、圧縮上死点後１０～２０ｄｅｇ程度で
最大となり、その後、シリンダ内圧が低くなるまで荷重を受け続ける。その間、アッパー
ピン７の軌跡が楕円形状であれば、アッパーリンク６が殆ど角度変化しない状態で荷重を
受けるため、ピストンピン８との摺動速度が小さくなり（殆どゼロ）、これによってサイ
ドスラスト荷重を低減できるのである。
【００３６】
　なお、前述したように、ピストン９とアッパーリンク６との連結部と、アッパーリンク
６とロアーリンク５との連結部とは、最大荷重である燃焼ガス圧力による荷重レベルは基
本的に同じであるため、同一の仕様で問題はない。慣性荷重に関しては、後者の方がアッ
パーリンク６の慣性力の分だけ増大するが、ロアーリンク５はアッパーリンク６と共に鋼
製の部品であるので、ピストン９がアルミニウム合金製であることを考慮すると、何ら支
障はなく、むしろ都合がよいものとなる。
【００３７】
　図８（Ａ）には、ピストン９とアッパーリンク６との従来装置の連結方法、つまりフル
フロート形式の連結方法を、ピストン９とアッパーリンク６との連結部分に適用したとこ
ろを参考までに示す。従来装置の連結方法では、一対のピンボス部２４，２５のピン孔２
６，２７の内面とピストンピン８の外面との間に所定のクリアランスが設けられるので、
一対のピンボス部２４，２５と、アッパーリンク６のピンボス部３１とを貫通してピスト
ンピン８を収納した後に、ピストンピン８の両側に設けられている抜け止めクリップ溝４
２，４３に、図示しない抜け止め用スナップリングを装着することにより、ピストンピン
８がピストンピン軸方向に抜け落ちることがないようにされる。しかしながら、従来装置
の連結方法だと、抜け止めクリップ溝４２，４３を一対のピンボス部２４，２５に作らな
ければならない分だけ一対のピンボス部２４，２５のピストンピン軸方向幅が厚くなって
しまい、一対のピンボス部２４，２５の側方をカウンターウェイト４ｂが通る空間を確保
できなくなる。こうした場合に、本発明の実施形態では図８（Ｂ）に示したように、一対
のピンボス部２４，２５のピン孔２６，２７にピストンピン８を圧入する構成とすること
で、フルフロート形式（一対のピンボス部２４，２５に対してピストンピン８が回転可能
）に必要なピンの抜け止め用スナップリングを廃止し、これによりピストン９の二股部分
に設けている一対のピンボス部２４，２５のピストンピン軸方向幅を抑制することにした
ものである。
【００３８】
　さて、ピストン９（第１部材）の二股部分に設けている一対のピンボス部２４，２５（
軸受部）にピストンピン８を圧入する作業時にピストンピン８との摩擦による荷重が、一
対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分に作用してピストン９の二股部分
が大きく撓んだのではエンジン実動時のピストン９とアッパーリンク６との連結状態が不



(11) JP 2009-41680 A 2009.2.26

10

20

30

40

50

良となるおそれがある。そこで、一対のピンボス部２４，２５にピストンピン８を圧入す
る際には、ピストン９の二股部分が撓むのを防ぐため、冶具を用いてピストン９の二股部
分を支えることが考えられるのであるが、ピストンピン圧入作業時に毎回冶具を使うので
は、ピストンピンの圧入作業時の工数がかかってしまう。ピストン９、アッパーリンク６
、ピストンピン８の各仕様が異なる度に上記の治具を作成するのも工数の増加に結びつく
。
【００３９】
　そこで本発明では、ピストンピン圧入作業時にピストン９の二股部分が撓むことを、構
成部品であるアッパーリンク６を用いて防止し、ピストンピン圧入作業時の工数を低減す
ることとする。また、ピストン９の二股部分を撓ませない簡単な圧入作業方法を採用する
ことで、軸受幅低減によるピストン軽量化およびエンジン全長低減を狙う。
【００４０】
　具体的に、本発明の第１実施形態の要部であるピストン９とアッパーリンク６との揺動
リンク連結構造を、図９、図１０を参照して説明すると、図９はエンジン実働時のピスト
ン９とアッパーリンク６との組付状態を、図１０はピストンピン圧入作業時のピストン９
とアッパーリンク６との組付状態をそれぞれ示している。詳細には図９（Ａ）、図１０（
Ａ）は、エンジンを後ろからみたときのピストン９及びアッパーリンク６の概略構成図で
ある。また、図９（Ｂ）は図９（Ａ）のＸ－Ｘ線に沿ってみたときのピストン９及びアッ
パーリンク６の断面図を、図１０（Ｂ）は図１０（Ａ）のＹ－Ｙ線に沿ってみたときのピ
ストン９及びアッパーリンク６の断面図を示している。ただし、ピストンピン８は示して
いない。
【００４１】
　図９（Ｂ）に示したように、エンジン実動時に、一対のピンボス部２４，２５を含む、
ピストン９の二股部分の付け根側（上側）はピストンピン軸方向幅が相対的に広く、これ
に対してピストン９の二股部分の先端側（下側）はピストンピン軸方向幅が相対的に狭く
、付け根側と先端側との間の中間部分は滑らかにつながるように、ピストン９の二股部分
のうちアッパーリンク６の上端ピンボス部３１に対面する側の面を、ピストンピン周方向
（上下方向）に対して所定の角度（例えばＡ）だけ傾いた斜面５１、５２で形成する。こ
れに対応して、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１の先端側（上側）はピストンピン
軸方向幅が相対的に狭く、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１のロッド部３５側（下
側）はピストンピン軸方向幅が相対的に広く、先端側と本体側の間の中間部分は滑らかに
つながるように、ピンボス部３１のピストンピン軸方向の両側を、ピストンピン周方向（
上下方向）に対して上記所定の角度（Ａ）と同じ角度だけ傾いた斜面５３、５４で形成し
、一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分のうち、アッパーリンク６の
上端ピンボス部３１に対面する側の面と、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１との間
に、つまり斜面５１と５３の間及び斜面５２と５４の間にアッパーリンク６が揺動し得る
範囲でピストンピン軸方向の所定のクリアランスが生じるようにする。これにより、エン
ジン実動時には、一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分と、アッパー
リンク６の上端ピンボス部３１との間にピストンピン軸方向のクリアランスが生じるため
、ピストン９とアッパーリンク６との間に摩擦が生じない。
【００４２】
　また、上端ピンボス部３１のロッド部３５側（下側）のピストンピン軸方向の幅は、後
述する図１２に示した場合より広くし、上端ピンボス部３１の先端側（上側）のピストン
ピン軸方向の幅は、図１２に示した場合より狭くする。後述する図１５において図示矢印
のような燃焼荷重が下向きに作用したとき、これの反作用として図９（Ｂ）において燃焼
荷重が上向きに作用するのであるが、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１を、このよ
うにロッド３５部側と先端側とでピストンピン軸方向幅の異なる軸受部とすることで、大
きな荷重を受けるロッド３５部側の軸受面積が大きくなっているため、図１２に示した場
合よりアッパーリンク６の軸受負荷容量が向上する。
【００４３】
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　一方、図１０（Ａ）に示したように、実施形態の複リンク式ピストン－クランク機構に
おいてはエンジン実動中のアッパーリンク６がピストン軸に対して片側（図で右側）に振
れるリンクジオメトリ（リンク形状）であるため、図示の姿勢を仮にエンジン実働時の最
大揺動姿勢とすると、ピストンピン８の圧入作業に際して、エンジン実働時の最大揺動姿
勢を外れた圧入作業姿勢にアッパーリンク６をセットする。つまり、エンジン実働時の最
大揺動姿勢よりも反時計方向にさらに所定の角度だけ回動した姿勢にアッパーリンク６を
セットしたときには、図１０（Ｂ）に示したように、一対のピンボス部２４，２５を含む
ピストン９の二股部分と、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１との間にピストンピン
軸方向のクリアランスが存在しなくなるように、ピストン９の二股部分のうちアッパーリ
ンク上端ピンボス部３１に対面する側の面を、ピストンピン周方向（上下方向）に対して
所定の角度（例えばＢ）だけ傾いた斜面５６，５７で形成する。この場合に、所定の角度
（Ｂ）は前記所定の角度（Ａ）と等しいか近いものとする。このピストンピン圧入作業姿
勢（つまり図１０（Ａ）に示すピストンピン圧入作業姿勢）でピストン９の二股部分のう
ちピストンピン軸方向外側の面（上端ピンボス部３１に対面しない側の面）の一方を当て
部材（図示しない）に当接した後、ピストンピン８を一対のピン孔２６，２７に圧入する
のであれば、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１が、ピストン９の二股部分を支持す
る治具として働くことになり、ピストンピン圧入作業時の摩擦により、一対のピンボス部
２４，２５を含むピストン９の二股部分が撓むことが避けられる。
【００４４】
　ピストンピン８の圧入作業を完了した後には、アッパーリンク６の姿勢を図９に示すエ
ンジン実働時の姿勢に戻す。これにより、エンジン実動時には、一対のピンボス部２４，
２５を含むピストン９の二股部分と、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１との間にピ
ストンピン軸方向の所定のクリアランスが生じるため、ピストン９とアッパーリンク６と
の間に摩擦が生じない。
【００４５】
　このように、本発明の第１実施形態では、ピストン９の二股部分の内面（二股部分のう
ちアッパーリンク６の上端ピンボス部３１に対面する側の面）に、エンジン実動時（アッ
パーリンク６を稼動範囲内の姿勢にした場合）とピストンピン圧入作業時（アッパーリン
ク６を稼動範囲外の姿勢にした場合）とで２つの異なる角度の斜面５１，５３、５２，５
７を形成することで、ピストンピン圧入作業のためアッパーリンク６（他方の部材）を稼
動範囲外の姿勢にした場合にピストン９（第１部材）とアッパーリンク６（第２部材）と
がピストンピン軸方向に当接し、アッパーピン６を稼動範囲内の姿勢に戻した場合にピス
トン９とアッパーリンク６との当接が外れる構成としたものである。
【００４６】
　ここで、「ピストンピン軸方向に当接する」とは、アッパーリンク６（第２部材）がピ
ストン９（第１部材）の二股部分に軽く圧入された状態となっているかまたはピストン９
（第１部材）の二股部分とアッパーリンク６（第２部材）との間にピストンピン軸方向の
微小な隙間がある状態をいう。この「ピストンピン軸方向に当接する」との定義は後述す
る第２、第３の実施形態でも同じである。
【００４７】
　また、第１実施形態は、アッパーリンク６が、エンジン実働時の最大揺動姿勢を外れた
圧入作業姿勢にある場合に（アッパーリンク６を稼働範囲外の姿勢にした場合に）、ピス
トン９の二股部分とアッパーリンク６とが嵌合することによってピストン９の二股部分と
アッパーリンク６とがピストンピン軸方向に当接するものであるが、ピストン９の二股部
分とアッパーリンク６との嵌合面である斜面５３，５４と斜面５６，５７のうち少なくと
も一方（アッパーリンク６側の斜面５３，５４だけ、ピストン９の二股部分側の斜面５６
，５７だけあるいはアッパーリンク６側の斜面５３，５４及びピストン９の二股部分側の
斜面５６，５７の両方）を機械加工する。
【００４８】
　さらに、第１実施形態（後述する第２、第３の実施形態についても）では、ピストン９
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（第１部材）とアッパーリンク６（第２部材）のうちクランクシャフト軸心からの重心位
置が遠い方の部材であるピストン９を、ピストンピン圧入作業を行う前に機械加工してお
く。
【００４９】
　次に、図１１は第２実施形態のピストンピン圧入作業時のピストンとアッパーリンクと
の組付状態を示す概略構成図、図１２は第２実施形態のエンジン実働時のピストンとアッ
パーリンクとの組付状態を示す概略構成図で、図１１（Ａ）は第１実施形態の図１０（Ａ
）と、図１２は第１実施形態の図１０（Ｂ）と置き換わるものである。また、図１１（Ｂ
）は、図１１（Ｂ）のＺ－Ｚ線に沿ってみたときのピストン９及びアッパーリンク６の断
面図である。ただし、第２実施形態でもピストンピン８は示していない。
【００５０】
　図１２に示したようにエンジン実動時に、第２実施形態では一対のピンボス部２４，２
５を含むピストン９の二股部分の付け根側（上側）から先端側（下側）までピストンピン
軸方向幅が同じとなるように、これに対応して、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１
の先端側（上側）から本体側（下側）までも、ピストンピン軸方向の幅が同じになるよう
に形成し、一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分と、アッパーリンク
６の上端ピンボス部３１との間に、アッパーリンク６が揺動し得る範囲でピストンピン軸
方向の所定のクリアランスが生じるようにしている。
【００５１】
　一方、図１１（Ｂ）に示したように、アッパーリンク６を、エンジン実働時の最大揺動
姿勢を外れたピストンピン圧入作業姿勢にした場合に、第２実施形態では、ピストン９の
二股部分とアッパーリンクロッド部３５との間のクリアランスが無くなるように、一対の
ピンボス部２４，２５からアッパーリンクロッド部３５に向けて突出する一対のリブ５１
，５２を、一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分と一体に設けている
。このため、ピストンピン圧入作業時にアッパーリンク６がピストン９の二股部分を支持
する治具として働くことになり、第１実施形態と同様に、一対のピンボス部２４，２５を
含むピストン９の二股部分の倒れ（ボス倒れ）を抑制することが可能となる。
【００５２】
　また、ピストンピン８の圧入作業を完了した後に、アッパーリンク６をエンジン実働時
の姿勢に戻したときには、アッパーリンクロッド部３５は一対のリブ５１，５２から外れ
、図１２に示したように、一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分と、
アッパーリンク６の上端ピンボス部３１との間にピストンピン軸方向の所定のクリアラン
スが生じることとなり、一対のリブ５１，５２がピストン９とアッパーリンク６との連結
状態を阻害することはない。
【００５３】
　このように、第２実施形態では、ピストンピン圧入作業時にのみ利用できる撓み防止用
リブ５１，５２を、一対のピンボス部２４，２５を含むピストン９の二股部分と一体に設
けることで、ピストンピン圧入作業のためアッパーリンク（他方の部材）を稼動範囲外の
姿勢にした場合にピストン９とアッパーリンク６とがピストンピン軸方向に当接し、アッ
パーピン６を稼動範囲内の姿勢に戻した場合にピストン９とアッパーリンク６との当接が
外れる構成としたものである。なお、図１１では一対のリブ５１，５２をピストン９の二
股部分の側に設けているが、一対のリブ５１，５２をアッパーリンク６の側に設けてもか
まわない。
【００５４】
　また、一対のリブ５１，５２はピストンピン８の圧入作業完了後には不要となるので、
削り去ることにより、ピストン９の重量増加を避けることができる。また、その切削加工
において気筒間の重量バランスを調整することが可能となる。
【００５５】
　図１１（Ａ）ではエンジン実働時の最大揺動姿勢よりもさらに反時計方向に回動させた
位置をピストンピン圧入作業姿勢とし、アッパーリンク６が振れる側（右側）の位置に一
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対のリブ５１，５２を設けているが、ピストンピン圧入作業姿勢及び一対のリブ５１，５
２の位置はこれに限られるものでない。たとえば、図１１（Ａ）において、図示の圧入作
業姿勢と左右対称となる位置までアッパーリンク６を時計方向に回動させた姿勢をピスト
ンピン圧入作業姿勢とし、同じく図示のリブ５１，５２と左右対称となる位置に一対のリ
ブを設けることが考えられる。
【００５６】
　この実施形態を第３実施形態とすれば、第３実施形態は、エンジン実動中のアッパーリ
ンク６がピストン軸に対して片側に振れる（図１１（Ａ）ではアッパーリンク６がピスト
ン軸に対して右側に振れているが、これはエンジンを後ろから見ているためであり、エン
ジンをフロントから見た場合には、図１に示したように、エンジン実動中のアッパーリン
ク６はピストン軸に対して左側に振れる）リンクジオメトリ（リンク形状）である場合に
、ピストン９の二股部分に一体に設ける一対のリブを、このエンジン実動中のアッパーリ
ンク６が片側（図１１（Ａ）では右側、図１では左側）に振れる側と逆の側（図１１（Ａ
）では左側、図１では右側）に設けるものである。
【００５７】
　第２、第３の実施形態では、一対のリブ５１，５２をピストン９の二股部分側に設けて
いるが、アッパーリンク６側に設けてもかまわない。
【００５８】
　次に、図１３は図８（Ｂ）に示した２つの部材の揺動リンク連結方法と同じ連結方法で
アッパーリンク６（第２部材）とロアーリンク本体５ａ（第１部材）とを連結した組付状
態を示している。すなわち、ロアーリンク本体５ａには、二股部分が鉛直上方に伸びて形
成されており、この二股部分に一対のピンボス部６１，６２（軸受部）を有している。ロ
アーリンク本体５ａの二股部分の間にはアッパーリンク６の下端ピンボス部３３（軸受部
）がはまりこむ空間が設けられている。ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一
対のピンボス部６１，６２は、アッパーピン７の両端部を支持するものである。この実施
形態では、一対のピンボス部６１，６２に円筒状に形成されるピン孔６３，６４の内径は
アッパーピン７の外径よりも極く僅か小さく、アッパーピン７が圧入されるようになって
いる。また、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３のピン孔３４にはリング状のブッシ
ュ６５が収納され、ブッシュ６５の内径はアッパーピン７の外径よりも極く僅か大きく、
アッパーピン７との間に所定のクリアランスが生じるようになっている。この結果、一対
のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分の間に挟まれるように、
アッパーリンク６の下端ピンボス部３３が位置し、アッパーピン７の両端部をロアーリン
ク本体５ａの二股部分側が支持し、かつアッパーピン７の中央部にアッパーリンク６の下
端ピンボス部３３が回転自在に嵌合している。
【００５９】
　このように、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対のピンボス部６１，６
２のピン孔６３，６４にアッパーピン７を圧入する構成とすることで、フルフロート形式
（ロアーリンク本体５ａの一対のピンボス部６１，６２に対してアッパーピン７が回転可
能）に必要なピンの抜け止め用スナップリングを廃止し、これによりロアーリンク本体５
ａの二股部分に設けている一対のピンボス部６１，６２のピストンピン軸方向幅を抑制す
ることができている。
【００６０】
　さて、図１３に示したロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との揺動リンク連結構
造においても、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対のピンボス部６１，６
２にアッパーピン７を圧入する作業時にアッパーピン７との摩擦による荷重が、一対のピ
ンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分に作用してロアーリンク本体
５ａの二股部分が大きく撓むおそれがある。図１４はアッパーピン７を一方のピンボス部
６１のピン孔６３への圧入を終えて他方のピンボス部６２のピン孔６４への圧入を行おう
としている途中の状態を示し、上側の二股部分に撓み（ボス倒れ）が生じていることがわ
かる。そこで、一対のピンボス部６１，６２にアッパーピン７を圧入する際には、一対の
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ピンボス部６１，６２を含ロアーリンク本体５ａの二股部分が撓むのを防ぐため、冶具を
用いてロアーリンク本体５ａの二股部分を支持することが考えられるのであるが、アッパ
ーピン圧入作業時に毎回冶具を使うのでは、アッパーピンの圧入作業時の工数がかかって
しまう。ロアーリンク本体５ａ、アッパーリンク６、アッパーピン７の各仕様が異なる度
に上記の治具を作成するのも工数の増加に結びつく。
【００６１】
　そこで第４実施形態では、アッパーピン圧入作業時にロアーリンク本体５ａの二股部分
が撓むことを、構成部品であるアッパーリンク６を用いて防止し、アッパーピン圧入作業
時の工数を低減することとする。
【００６２】
　具体的に、第４実施形態の要部であるロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との揺
動リンク連結構造を、図１５～図１７を参照して説明すると、図１５、図１６はエンジン
実働時のロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との組付状態を、図１７はアッパーピ
ン圧入作業時のロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との組付状態を示している。た
だし、図１６（Ａ）、図１７（Ａ）はエンジンを後ろからみたときのロアーリンク本体５
ａ及びアッパーリンク６の概略構成図、図１６（Ｂ）は図１６（Ａ）のＸ－Ｘ線に沿って
みたときのロアーリンク本体５ａ及びアッパーリンク６の断面図を、図１７（Ｂ）は図７
（Ａ）のＹ－Ｙ線に沿ってみたときのロアーリンク本体５ａ及びアッパーリンク６の断面
図を示している。ただし、図１６、図１７においてアッパーピン７は示していない。
【００６３】
　図１５、図１６（Ｂ）に示したように、エンジン実動時に、一対のピンボス部６１，６
２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分の先端側（上側）は相対的にアッパーピン軸方
向の幅が狭く、これに対してロアーリンク本体５ａの二股部分の付け根側（下側）は相対
的にアッパーピン軸方向の幅が広く、先端側と付け根側の間の中間部分は滑らかにつなが
るように、ロアーリンク本体５ａの二股部分のうちアッパーリンク６の下端ピンボス部３
３に対面する側の面を、アッパーピン周方向（上下方向）に対して所定の角度（例えばＣ
）だけ傾いた斜面７１、７２で形成する。これに対応して、アッパーリンク６の下端ピン
ボス部３３のロッド部３５側（上側）は相対的にアッパーピン軸方向の幅が広く、下端ピ
ンボス部３３の先端側（下側）は相対的にアッパーピン軸方向の幅が狭く、ロッド部３５
側と先端側の間の中間部分は滑らかにつながるように、下端ピンボス部３３のアッパーピ
ン軸方向の両側を、アッパーピン周方向（上下方向）に対して上記所定の角度（Ｃ）と同
じ角度だけ傾いた斜面７３、７４で形成し、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリ
ンク本体５ａの二股部分と、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３との間に、つまり斜
面７１と７３の間及び斜面７２と７４の間にアッパーリンク６が揺動し得る範囲でアッパ
ーピン軸方向の所定のクリアランスが生じるようにする。これにより、エンジン実動時に
は、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分と、アッパーリ
ンク６の下端ピンボス部３３との間にアッパーピン軸方向のクリアランスが生じるため、
ロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との間に摩擦が生じない。
【００６４】
　また、下端ピンボス部３３のロッド部３５側（上側）のアッパーピン軸方向の幅は、図
１３に示した場合より広くし、下端ピンボス部３３の先端側（下側）のアッパーピン軸方
向の幅は、図１３に示した場合より狭くする。図１５において図示矢印のような燃焼荷重
が下向きに作用するのであるが、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３を、このように
ロッド３５部側と先端側とでアッパーピン軸方向幅の異なる軸受部とすることで、大きな
荷重を受けるロッド３５部側の軸受面積が大きくなっているため、図１３に示した場合よ
りアッパーリンク６の軸受負荷容量が向上する。
【００６５】
　一方、図１７（Ａ）に示したように、アッパーピン７の圧入作業に際して、エンジン実
働時の最大揺動姿勢を外れた圧入作業姿勢にアッパーリンク６をセットしたときには、図
１７（Ｂ）に示したように、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの
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二股部分と、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３との間にアッパーピン軸方向のクリ
アランスが存在しなくなるように、ロアーリンク本体５ａの二股部分のうちアッパーリン
ク６の下端ピンボス部３３に対面する側の面を、アッパーピン周方向（上下方向）に対し
て所定の角度（例えばＤ）だけ傾いた斜面７６，７７で形成する。この場合に、所定の角
度（Ｄ）は前記所定の角度（Ｃ）と等しいか近いものとする。このアッパーピン圧入作業
姿勢（つまり図１７に示すアッパーピン圧入作業姿勢）でロアーリンク本体５ａの二股部
分のうちアッパーピン軸方向外側の面（下端ピンボス部３３に対面しない側の面）の一方
を当て部材（図示しない）に当接した後、アッパーピン７を一対のピン孔６３，６４に圧
入するのであれば、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３が、ロアーリンク本体５ａの
二股部分を支持する治具として働くことになり、アッパーピン圧入作業時の摩擦により、
一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分が撓むことが避けら
れる。
【００６６】
　アッパーピン７の圧入作業を完了した後には、アッパーリンク６の姿勢を図１５、図１
６に示すエンジン実働時の姿勢に戻す。これにより、エンジン実動時には、一対のピンボ
ス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分と、アッパーリンク６の下端ピン
ボス部３３との間にアッパーピン軸方向の所定のクリアランスが生じるため、ロアーリン
ク本体５ａとアッパーリンク６との間に摩擦（フリクション）が発生せず、スカッフも摩
耗も起こらない。
【００６７】
　このように、第４実施形態では、ロアーリンク本体５ａの二股部分の内面（二股部分の
うちアッパーリンク６の下端ピンボス部３３に対面する側の面）に、エンジン実動時（ア
ッパーリンク６を稼動範囲内の姿勢にした場合）とアッパーピン圧入作業時（アッパーリ
ンク６を稼動範囲外の姿勢にした場合）とで２つの異なる角度の斜面７１，７６、７２，
７７を形成することで、アッパーピン圧入作業のためアッパーリンク６（他方の部材）を
稼動範囲外の姿勢にした場合にロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６とがアッパーピ
ン軸方向に当接し、アッパーピン６を稼動範囲内の姿勢に戻した場合にロアーリンク本体
５ａとアッパーリンク６との当接が外れる構成としたものである。
【００６８】
　ここで、「アッパーピン軸方向に当接する」とは、アッパーリンク６（第２部材）がロ
アーリンク本体５ａ（第１部材）の二股部分に軽く圧入された状態となっているかまたは
ロアーリンク本体５ａ（第１部材）の二股部分とアッパーリンク６（第２部材）との間に
アッパーピン軸方向の微小な隙間がある状態をいう。この「アッパーピン軸方向に当接す
る」との定義は後述する第５～第８の実施形態でも同じである。
【００６９】
　また、第４実施形態は、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を外れた圧
入作業姿勢にある場合に（アッパーリンク６を稼働範囲外の姿勢にした場合に）、ロアー
リンク本体５ａの二股部分とアッパーリンク６とが嵌合することによってロアーリンク本
体５ａの二股部分とアッパーリンク６とがアッパーピン軸方向に当接するものであるが、
ロアーリンク本体５ａの二股部分とアッパーリンク６との嵌合面である斜面７３，７４と
斜面７６，７７のうち少なくとも一方（アッパーリンク６側の斜面７３，７４だけ、ロア
ーリンク本体５ａの二股部分側の斜面７６，７７だけあるいはアッパーリンク６側の斜面
７３，７４及びロアーリンク本体５ａの二股部分側の斜面７６，７７の両方）を機械加工
する。
【００７０】
　さらに、第４実施形態（後述する第５、第６、第７、第８の実施形態についても）では
、ロアーリンク本体５ａ（第１部材）とアッパーリンク６（第２部材）のうちクランクシ
ャフト軸心からの重心位置が遠い方の部材であるアッパーリンク６を、アッパーピン圧入
作業を行う前に機械加工しておく。
【００７１】
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　次に、図１８、図１９は第５、第６の実施形態のアッパーピン圧入作業時のロアーリン
ク本体５ａとアッパーリンク７との組付状態を示す概略構成図、図２０は第５、第６の実
施形態のエンジン実働時のロアーリンク本体５ａとアッパーリンク７との組付状態を示す
概略構成図である。ただし、第５、第６の実施形態におけるアッパーリンク６の圧入作業
姿勢は図１７（Ａ）とは異なっている。
【００７２】
　これら第５、第６の実施形態では、図２０に示したようにエンジン実動時に、一対のピ
ンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分の先端側（上側）から付け根
側（下側）までアッパーピン軸方向幅が同じとなるように、これに対応して、アッパーリ
ンク６の下端ピンボス部３３のロッド部３５側（上側）から先端側（下側）まで、アッパ
ーピン軸方向幅が同じになるように形成し、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリ
ンク本体５ａの二股部分と、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３との間に、アッパー
リンク６が揺動し得る範囲でアッパーピン軸方向の所定のクリアランスが生じるようにし
ている。
【００７３】
　一方、図１８に示したように、第５実施形態では、ロアーリンク本体５ａの二股部分に
設けている一対のピンボス部６１，６２と、二股部分の付け根との間に一対の延長部６７
，６８が設けられており、アッパーリンク６が、エンジン実働時の最大揺動姿勢を外れた
アッパーピン圧入作業姿勢にあるとき、ロアーリンク本体５ａとアッパーリンクロッド部
３５との間にクリアランスが無くなるように、アッパーリンクロッド部３５から一対の延
長部の内面６７ａ，６８ａに向けて突出する一対のリブ８１、８２をアッパーリンクロッ
ド部３５と一体に設けている。このため、アッパーピン圧入作業時にアッパーリンク６が
、ロアーリンク本体５ａの二股部分を支持する治具として働くことになり、第４実施形態
と同様に、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部分の倒れ（
ボス倒れ）を抑制することが可能となる。
【００７４】
　アッパーピン７の圧入作業を完了した後に、アッパーリンク６をエンジン実働時の姿勢
に戻したときには、アッパーリンクロッド部３５に一体に設けている一対のリブ８１，８
２はロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６７，６８から外れ、図
２０に示したように、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの二股部
分と、アッパーリンク６の上端ピンボス部３１との間にアッパーピン軸方向の所定のクリ
アランスが生じることとなり、アッパーリンクロッド部３５に一体に設けている一対のリ
ブ８１，８２が、ロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との連結状態を阻害すること
はない。
【００７５】
　このように、第５実施形態では、アッパーピン圧入作業時にのみ利用できる撓み防止用
リブ８１，８２を、アッパーリンクロッド部３５と一体に設けることで、アッパーピン圧
入作業のためアッパーリンク６（他方の部材）を稼動範囲外の姿勢にした場合にロアーリ
ンク本体５ａとアッパーリンク６とがアッパーピン軸方向に当接し、アッパーピン６を稼
動範囲内の姿勢に戻した場合にロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との当接が外れ
る構成としたものである。なお、図１８では一対のリブ８１，８２をアッパーリンク６の
側に設けているが、一対のリブ８１，８２をロアーリンク本体５ａの二股部分に設けてい
る一対の延長部６７，６８側に設けてもかまわない。
【００７６】
　また、一対のリブ８１，８２はアッパーピン圧入作業完了後には不要となるので、削り
去ることにより、アッパーリンク６の重量増加を避けることができる。また、その切削加
工において気筒間の重量バランスを調整することが可能となる。
【００７７】
　ただし、図１８から明らかなように、アッパーリンク６がアッパーピン圧入作業姿勢に
ある場合に、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対のピンボス部６１，６２
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のうちアッパーリンク６の下端ピンボス部３３と対面する側の面６１ａ，６２ａと、アッ
パーリンク６の下端ピンボス部３３のアッパーピン軸方向端面３６，３７との間には、ア
ッパーピン軸方向のクリアランスが存在するので、このクリアランス分だけはロアーリン
ク本体５ａの二股部分が撓むことを避けることができない。
【００７８】
　そこで、図１９に示したように、第６実施形態では、アッパーリンク６がエンジン実働
時の最大揺動姿勢を外れたアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、アッパーリンクロッ
ド部３５に設けている一対のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面８１ａ，８２ａと
、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３のアッパーピン軸方向端面３６，３７と、ロア
ーリンク本体５ａの二股部分の内面（一対のピンボス部６１，６２のうちアッパーリンク
６の下端ピンボス部３３と対面する側の面６１ａ，６２ａ及び一対の延長部６７，６８の
うちアッパーリンクロッド部３５と対面する側の面６７ａ，６８ａ）とがすべて同一平面
となるようにする。すなわち、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を外れ
たアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、アッパーリンクロッド部３５と一体に設けて
いる一対のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面８１ａ，８２ａと、ロアーリンク本
体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６７，６８の内面６７ａ，６８ａとの間だけ
でなく、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３のアッパーピン軸方向端面３６，３７と
、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対のピンボス部６１，６２の内面６１
ａ，６２ａとの間にもクリアランスがなくなるように、アッパーリンク６と、ロアーリン
ク本体５ａの二股部分の内面とを形成する。
【００７９】
　このように、アッパーリンクロッド部３５に設けている一対のリブ８１，８２のアッパ
ーピン軸方向端面８１ａ，８２ａと、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３のアッパー
ピン軸方向端面３６，３７と、ロアーリンク本体５ａの二股部分の内面（６１ａ，６２ａ
，６７ａ，６８ａ）とを同一平面とすることで、アッパーリンクロッド部３５に設けてい
る一対のリブ８１，８２のみならず、アッパーリンクロッド部３５に設けている一対のリ
ブ８１，８２からアッパーリンク６の下端ピンボス部３３のアッパーピン軸方向端面３６
，３７までの剛性でもって、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリンク本体５ａの
二股部分を支持するため、第５実施形態に比べて剛性が高く、ロアーリンク本体５ａの二
股部分の撓みを抑制できる。
【００８０】
　また、アッパーリンク６の機械加工上、下端ピンボス部３３のアッパーピン軸方向端面
３６，３７の一方と一対のリブ８１、８２のアッパーピン軸方向端面８１ａ，８２ａの一
方とを一回で機械加工することが可能となるため、第５実施形態よりもアッパーリンク６
の加工工程を低減できる。
【００８１】
　なお、第６実施形態でも、アッパーピン圧入作業完了後に、一対のリブ８１，８２を削
り去ることにより、アッパーリンク６の重量増加を避けることができる。また、その切削
加工において気筒間の重量バランスを調整することが可能となる。
【００８２】
　次に、図２１、図２２は第７実施形態の、図２１、図２３、図２４は第８実施形態のア
ッパーピン圧入作業時のロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との組付状態を示す概
略構成図で、図２１は第５実施形態の図１８と置き換わるものである。また、図２２、図
２３は図２１のＸ－Ｘ線に沿った断面図である。図２４はエンジンを後ろからみたときの
ロアーリンク本体５ａ及びアッパーリンク６の概略構成図で、第４実施形態の図１７（Ａ
）と置き換わるものである。
【００８３】
　図２２に示したように、第７実施形態では、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大
揺動姿勢を外れたアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、アッパーリンクロッド部３５
に設けている一対のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面が、アッパーピン軸方向に



(19) JP 2009-41680 A 2009.2.26

10

20

30

40

50

直交する面に対し所定の角度傾いた斜面８１ｂ，８２ｂで形成されており、この一対の斜
面８１ｂ，８２ｂの一部がロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６
７，６８の間にはまりこんで当接し、一対の斜面８１ｂ，８２ｂの残りはロアーリンク本
体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６７，６８の間にはまりこめないようにして
いる。言い替えると、一対のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面間のアッパーピン
軸方向最大長さ（幅）が、一対の延長部６７，６８の間のアッパーピン軸方向間隔より大
きくなるようにしている。
【００８４】
　上記図１８において、一対のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面８１ａ，８２ａ
間のアッパーピン軸方向幅や、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対の延長
部６７，６８の内面６７ａ，６８ａ間のアッパーピン軸方向の間隔は、製作バラツキによ
りバラツクため、第５実施形態のように、アッパーリンク６が、エンジン実働時の最大揺
動姿勢を外れたアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、一対のリブ８１，８２のアッパ
ーピン軸方向端面８１ａ，８２ａと、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対
の延長部６７，６８の内面６７ａ，６８ａとの間にクリアランスがなくなるようにするに
は、アッパーピン軸方向端面８１ａ，８２ａ間のアッパーピン軸方向幅と、ロアーリンク
本体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６７，６８の内面６７ａ，６８ａの間のア
ッパーピン軸方向間隔とをロアーリンク本体５ａの二股部分、アッパーリンク６の制作時
に厳しく管理することが必要となるのであるが、第７実施形態によれば、アッパーリンク
ロッド部３５に設けている一対のリブ８１，８２のピン軸方向端面がアッパーピン軸方向
に直交する面に対して傾斜する斜面８１ｂ，８２ｂで形成されているので、アッパーリン
ク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を外れたアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、
アッパーリンクロッド部３５に設けている一対のリブ８１，８２の寸法やロアーリンク本
体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６７，６８の内面間の寸法が製作バラツキに
よりバラツクことがあっても、寸法バラツキを吸収して、アッパーリンクロッド部３５に
設けている一対のリブ８１，８２と、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対
の延長部６７，６８の内面６７ａ，６８ａとの間のクリアランスをなくすことが可能とな
り（クリアランスがなくなるまで一対のリブ８１，８２を一対の延長部６７，６８の内面
６７ａ，６８ａの間にはめ込めばよい）、一対のピンボス部６１，６２を含むロアーリン
ク本体５ａの二股部分が撓むこと（ボス倒れ）を抑制できる。
【００８５】
　次に、図２３に示したように、第８実施形態は、アッパーリンクロッド部３５に設けて
いる一対のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面を、段付きの面とするものである。
すなわち、図２３において、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を外れた
アッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、アッパーリンクロッド部３５に設けている一対
のリブ８１，８２のアッパーピン軸方向端面が、アッパーピン軸方向に直交する面と平行
な一対の第１端面８１ｃ，８２ｃと、同じくアッパーピン軸方向に直交する面と平行な一
対の第２端面８１ｄ，８２ｄとからなり、これら一対の２つの端面８１ｃ，８１ｄと８２
ｃ，８２ｄとは一対の段付き部８１ｅ，８２ｅでつながれている。ここで、一対の第１端
面８１ｃ，８２ｃの間のアッパーピン軸方向幅は、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設
けている一対の延長部６７，６８の内面６６，６７の間のアッパーピン軸方向間隔とほぼ
等しく、かつ一対の第２端面８１ｄ，８２ｄの間のアッパーピン軸方向幅は、ロアーリン
ク本体５ａの二股部分に設けている一対の延長部６７，６８の内面６６ａ，６７ａの間の
アッパーピン軸方向間隔よりも大きくしている。
【００８６】
　また、図２４に示したように、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を外
れたアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、一対の段付き部８１ｅ，８２ｅをロアーリ
ンク本体５ａの二股部分の側面５ｃに当接させた状態で図示矢印方向に滑らせたときたと
き、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３のピン孔３４と、ロアーリンク本体５ａの二
股部分に設けている一対のピンボス部のピン孔６３，６４とが一致するように、一対の段
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付き部８１ｅ，８２ｅの位置や角度を設定している。
【００８７】
　このように、第８実施形態では、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を
外れたアッパーピン圧入作業姿勢にある場合に、ロアーリンク本体５ａの二股部分と、ア
ッパーリンクロッド部３５に設けている一対のリブ８１，８２の一部（一対の第１端面８
１ｃ，８２ｃ）とが嵌合することによってロアーリンク本体５ａの二股部分とアッパーリ
ンク６とがアッパーピン軸方向に当接するとき、このロアーリンク本体５ａの二股部分と
アッパーリンク６との間のアッパーピン軸方向のクリアランスを無くし、アッパーリンク
ロッド部３５に設けている一対のリブ８１，８２の残り（一対の第２端面８１ｄ，８２ｄ
）はロアーリンク本体５ａの二股部分と嵌合しないでロアーリンク本体５ａの二股部分に
アッパーピン軸方向に直交する方向から当接しているので、第５実施形態の作用効果に加
えて、アッパーリンク６がエンジン実働時の最大揺動姿勢を外れたアッパーピン圧入作業
姿勢にある場合に、アッパーリンクロッド部３５に設けている一対のリブ８１，８２によ
りロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６の間の相対位置を規制することが可能となる
ことから、ロアーリンク本体５ａの二股部分に設けている一対のピンボス部６１，６２の
ピン孔６３，６４と、アッパーリンク６の下端ピンボス部３３のピン孔３４との両ピン孔
中心を合わせることが容易になり、ロアーリンク本体５ａとアッパーリンク６との組付性
が向上する。
【００８８】
　なお、第７、第８の実施形態においても、アッパーピン圧入作業完了後に、上記一対の
リブ８１，８２を削り去ることにより、アッパーリンク６の重量増加を避けることができ
る。また、その切削加工において気筒間の重量バランスを調整することが可能となる。
【００８９】
　次に、ロアーリンク５のもう一つの片側を構成するロアーリンク本体５ｂは、コントロ
ールピン１２によりコントロールリンク１１とも連結されているので、このロアーリンク
本体５ｂとコントロールリンクとの連結部に、ロアーリンク５の一方の片側を構成するロ
アーリンク本体５ａとアッパーリンク６との連結部と同様の構成を設けている。これを図
２５を参照して説明すると、図２５は第９実施形態のコントロールリンク１１との連結部
に設けられる、ロアーリンク本体５ｂ（第２部材）の二股部分の斜視図である。すなわち
、ロアーリンク本体５ｂには、二股部分が鉛直上方に伸びて形成されており、この二股部
分に一対のピンボス部９１，９２（軸受部）を有している。ロアーリンク本体５ｂの二股
部分の間にはコントロールリンク（第２部材）の一端（図１で上端）のピンボス部（軸受
部）がはまりこむ空間が設けられている。ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設けている
一対のピンボス部９１，９２は、コントロールピン１２の両端部を支持するものである。
ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設けている一対のピンボス部９１，９２に円筒状に形
成されるピン孔９３，９４の内径はコントロールピン１２の外径よりも極く僅か小さく、
コントロールピン１２が圧入されるようになっている。また、コントロールリンクの一端
（図１で上端）のピンボス部のピン孔にはリング状のブッシュが収納され、ブッシュの内
径はコントロールピンの外径よりも極く僅か大きく、コントロールピンとの間に所定のク
リアランスが生じるようになっている。この結果、一対のピンボス部９１，９２を含むロ
アーリンク本体５ｂの二股部分の間に挟まれるように、コントロールリンクの一端（図１
で上端）のピンボス部が位置し、コントロールピンの両端部をロアーリンク本体５ｂの二
股部分の側が支持し、かつコントロールピンの中央部にコントロールリンクの一端（図１
で上端）のピンボス部が回転自在に嵌合している。
【００９０】
　さて、こうしたロアーリンク本体５ｂとコントロールリンクとの揺動リンク連結構造に
おいても、ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設けている一対のピンボス部９１，９２に
コントロールピン１２を圧入する作業時にコントロールピン１２との摩擦による荷重が、
一対のピンボス部９１，９２を含むロアーリンク本体５ｂの二股部分に作用してロアーリ
ンク本体５ｂの二股部分が大きく撓むおそれがある。
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【００９１】
　そこで第９実施形態では、コントロールピン圧入作業時にロアーリンク本体５ｂの二股
部分が撓むことを、構成部品であるコントロールリンク１１を用いて防止し、コントロー
ルピン圧入作業時の工数を低減することとする。
【００９２】
　具体的に説明すると、図２５に示したように、ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設け
ている一対のピンボス部９１，９２と二股部分の付け根との間に一対の延長部９５，９６
が設けられており、コントロールリンクがエンジン実働時の最大揺動姿勢を外れたコント
ロールピン圧入作業姿勢にあるとき、ロアーリンク本体５ｂとコントロールリンクロッド
部との間にクリアランスが無くなるように、ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設けてい
る一対の延長部９５，９６の内面９５ａ，９６ａからコントロールリンクロッド部に向け
て突出する一対のリブ９７，９８を、ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設けている一対
の延長部９５，９６（の付け根）と一体に設けている。このため、コントロールピン圧入
作業時にコントロールリンクがロアーリンク本体５ｂの二股部分を支持する治具として働
くことになり、一対のピンボス部９１，９２を含むロアーリンク本体５ｂの二股部分の倒
れ（ボス倒れ）を抑制することが可能となる。
【００９３】
　コントロールピンの圧入作業を完了した後に、コントロールリンクをエンジン実働時の
姿勢に戻したときには、コントロールリンクは、ロアーリンク本体５ｂの二股部分に設け
ている一対のリブ９７，９８から外れ、一対のピンボス部９１，９２を含むロアーリンク
本体５ｂの二股部分と、コントロールリンクの一端（図１で上端）のピンボス部との間に
コントロールピン軸方向の所定のクリアランスが生じることとなり、ロアーリンク本体５
ｂの二股部分に設けている一対のリブ９７，９８が、ロアーリンク本体５ｂとコントロー
ルリンクとの連結状態を阻害することはない。
【００９４】
　このように、第９実施形態では、コントロールピン圧入作業時にのみ利用できる撓み防
止用リブ９７，９８を、ロアーリンク本体５ｂと一体に設けることで、コントロールピン
圧入作業のためコントロールリンク（他方の部材）を稼動範囲外の姿勢にした場合にロア
ーリンク本体５ｂとコントロールリンクとがコントロールピン軸方向に当接し、コントロ
ールリンクを稼動範囲内の姿勢に戻した場合にロアーリンク本体５ｂとコントロールリン
クとの当接が外れる構成としたものである。なお、図２５では一対のリブ９７，９８をロ
アーリンク本体５ｂの二股部分に設けているが、一対のリブ９７，９８をコントロールリ
ンク１１の側に設けてもかまわない。
【００９５】
　また、実施形態では、ロアーリンク５がロアーリンク本体５ａとロアーリンク本体５ｂ
の２つに分割され、この分割された２部品をボルトによって締結する構成であり、コント
ロールピン１２付近のロアーリンク構造体に雌ねじが切られている場合に、燃焼荷重が作
用したとき、ロアーリンク本体５ｂの二股部分が図２６に示すように変形する。この変形
によって、ロアーリンク締結ボルト１０１と、ロアーリンク本体５ｂに形成している雌ね
じとの噛み合い先端部ネジ底に圧縮応力が発生するのであるが、第９実施形態によれば、
上記のようにロアーリンク本体５ｂの二股部分の付け根に一対のリブ９７，９８を設ける
ので、この変形を抑制でき、ネジ底応力変動を低減することができる。従って、このよう
な効果が得られるので、第９実施形態では、コントロールピン圧入作業完了後に一対のリ
ブ９７，９８を削り去ることはしない。
【００９６】
　また、第９実施形態では、ロアーリンク本体５ｂ（第１部材）とコントロールリンク１
１（第２部材）のうちクランクシャフト軸心からの重心位置が遠い方の部材であるコント
ロールリンクを、コントロールピン圧入作業を行う前に機械加工しておく。
【００９７】
　ここで、上述した９つの実施形態の作用効果をまとめて説明する。
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【００９８】
　第１から第９までのいずれか一つの実施形態（請求項１、２０に記載の発明）によれば
、二股部分に軸受部（図９～図１２の一対のピンボス部２４，２５、図１５～図２１の一
対のピンボス部６１，６２、図２５、図２６の一対のピンボス部９１，９２）を有する第
１部材（図９～図１２のピストン９、図１５～図２１のロアーリンク本体５ａ、図２５、
図２６のロアーリンク本体５ｂ）と、軸受部（図９～図１２のピンボス部３１、図１５～
図２１のピンボス部３３、図２５、図２６のコントロールリンクの一端に設けられるピン
ボス部）を有し第１股部材の二股部分に介装される第２部材（図９～図１２のアッパーリ
ンク６、図１５～図２１のアッパーリンク６、図２５、図２６のコントロールリンク）と
、第１部材の軸受部に圧入され、第２部材の軸受部を通り、第１部材と第２部材とを連結
するピン（図９～図１２のピストンピン８、図１５～図２１のアッパーピン７、図２５、
図２６のコントロールピン）とを備え、第１部材または第２部材のうち一方の部材（図９
～図１２のピストン９、図１５～図２１のロアーリンク本体５ａ、図２５、図２６のロア
ーリンク本体５ｂ）に対して他方の部材（図９～図１２、図１５～図２１のアッパーリン
ク６、図２５、図２６のコントロールリンク）が所定の稼働範囲で揺動する揺動リンク構
造において、他方の部材（図９～図１２のアッパーリンク６、図１５～図２１のアッパー
リンク６、図２５、図２６のコントロールリンク）を稼動範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）
にした場合に第１部材の二股部分と第２部材とがピン軸方向に当接し（図１０、図１１、
図１７、図１８、図１９、図２１参照）、他方の部材を稼動範囲内の姿勢（エンジン実動
時の揺動姿勢）に戻した場合に第１部材の二股部分と第２部材との当接が外れる（図９、
図１２、図１５、図１６、図２０参照）構成としたので、他の部材を稼働範囲外の姿勢に
した場合には、構成部品である第２部材がピン圧入作業時に第１部材の二股部分を支持す
る治具として働くことになり、ピンの圧入作業を確実に行わせることができる。これによ
り、ピンの圧入作業時に、ピンと、第１部材の軸受部との摩擦によって二股部分が撓むこ
とを防止できる。一方、他方の部材を稼動範囲内の姿勢に戻した場合には、第１部材の二
股部分と第２部材との当接が外れるので、一方の部材に対して他方の部材が所定の稼働範
囲で揺動し得ることとなる。すなわち、第１部材の二股部分と第２部材とが直接摺動する
ことがないので、フリクションの増加を抑制できる。また、ピンの第１部材の軸受部への
圧入により、ピンと第１部材の軸受部との間が摺動面ではなくなるため、潤滑上の問題が
回避され、かつピン抜け止め防止用のＣリングやサークリップが不要となるため、第１部
材の軸受部のピン軸方向幅を低減できる。
【００９９】
　他方の部材（図９～図１２のアッパーリンク６、図１５～図２１のアッパーリンク６、
図２５、図２６のコントロールリンク）を稼動範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）にした場合
に、第２部材が第１部材の二股部分にぴったりはまる（当接する）のが理想であるものの
、実際には製作バラツキがあるためにそのようなことは難しいのであるが、第１から第９
までのいずれか一つの実施形態（請求項２、２１に記載の発明）によれば、「ピン軸方向
に当接する」とは、第２部材（図９～図１２のアッパーリンク６、図１５～図２１のアッ
パーリンク６、図２５、図２６のコントロールリンク）が第１部材（図９～図１２のピス
トン９、図１５～図２１のロアーリンク本体５ａ、図２５、図２６のロアーリンク本体５
ｂ）の二股部分に軽く圧入された状態となっているかまたは第１部材の二股部分と第２部
材との間にピン軸方向の微小な隙間がある状態をいうので、製作バラツキがあっても、第
２部材と第１部材の二股部分とのピン軸方向隙間を理想に近づけることができる。
【０１００】
　第１、第４の実施形態（請求項３に記載の発明）によれば、他方の部材（図９、図１０
、図１５～図１７のアッパーリンク６）を稼働範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）にした場合
に第１部材（図９、図１０のピストン９、図１５～図１７のロアーリンク本体５ａ）の二
股部分と第２部材（図９、図１０のアッパーリンク６、図１５～図１７のアッパーリンク
６）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と第２部材とがピン軸方向に当接する
とき、第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面（図１０（Ｂ）の一対の斜面５３，５４
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と一対の斜面５６，５７、図１７（Ｂ）の斜面７３，７４と斜面７６，７７）のうち、少
なくとも一方を機械加工するので、第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面のうち少な
くとも一方の寸法精度が、その一方を機械加工以外で加工する場合より高い分だけ確実に
、ピン圧入作業時に第１部材の二股部分の倒れを抑制できる。
【０１０１】
　第１、第４の実施形態（請求項４に記載の発明）によれば、他方の部材（図９、図１０
、図１５～図１７のアッパーリンク６）を稼働範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）にした場合
に、第１部材の軸受部（図９、図１０の一対のピンボス部２４，２５、図１５～図１７の
一対のピンボス部６１，６２）及び第２部材の軸受部（図９、図１０のピンボス部３１、
図１５～図１７のピンボス部３３）のピン軸方向厚さを、ピン周方向に、第１部材の軸受
部のうち第２部材の軸受部に対向する側の面（図１０（Ｂ）の斜面５６，５７、図１７（
Ｂ）の斜面７６，７７）と、第２部材の軸受部端面（図１０（Ｂ）の斜面５３，５４、図
１７（Ｂ）の斜面７３，７４）との間にクリアランスがなくなるように変化させ、かつ他
方の部材（図９、図１０、図１５～図１７のアッパーリンク６）を稼働範囲内の姿勢（エ
ンジン実動時の揺動姿勢）に戻した場合に、第１部材の軸受部及び第２部材の軸受部のピ
ン軸方向厚さを、ピン周方向に、第１部材の軸受部のうち第２部材の軸受部に対向する側
の面（図９（Ｂ）の斜面５１，５２、図１６（Ｂ）の斜面７１，７２）と、第２部材の軸
受部端面（図９（Ｂ）の斜面５３，５４、図１６（Ｂ）の斜面７３，７４）との間に所定
のクリアランスを保ちつつ変化させるので、他方の部材を稼働範囲外の姿勢にした場合に
、第２部材が第１部材の二股部分を支持する治具として働くことになり、第１部材の軸受
部にピンを圧入する作業を行う際の二股部分の倒れを防止できる。
【０１０２】
　第１、第４の実施形態（請求項５に記載の発明）によれば、他方の部材（図９、図１０
、図１５～図１７のアッパーリンク６）を稼働範囲内の姿勢（エンジン実動時の揺動姿勢
）にした場合に第２部材の軸受部（図９、図１０の一対のピンボス部３１、図１５～図１
７の一対のピンボス部３３）を、ピン軸（図９、図１０のピストンピン軸、図１５～図１
７のアッパーピン軸）を中心として荷重が加わる側（図９、図１０で下側、図１５～図１
７で上側）と、それとは逆の荷重が加わらない側（図９、図１０で上側、図１５～図１７
で下側）との２つに分けたとき、荷重が加わる側の軸受部のピン軸方向厚さを、荷重が加
わらない側の軸受部のピン軸方向厚さより厚くするので、荷重が加わる側の軸受部に加わ
る圧力を、ピン軸を中心として荷重が加わる側とそれとは逆の荷重が加わらない側とでピ
ン軸方向厚さが一定である場合より小さくすることができる。
【０１０３】
　第５から第８までのいずれか一つの実施形態（請求項６に記載の発明）によれば、他方
の部材（図１８～図２１のアッパーリンク６）を稼働範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）にし
た場合に、第１部材の二股部分と第２部材とが嵌合することによって第１部材（図１８～
図２１のロアーリンク本体５ａ）の二股部分と第２部材（図１８～図２１のアッパーリン
ク６）とがピン軸方向（アッパーピン軸方向）に当接するとき、第１部材の二股部分と第
２部材との間のピン軸方向のクリアランスを無くするリブ（図１８、図１９、図２１の一
対のリブ８１，８２）を第２部材（アッパーリンク６）が有するので、ピン圧入作業時に
はリブを有する第２部材が第１部材の二股部分を支持する治具として働くことになり、ピ
ンと第１部材の軸受部との摩擦によって二股部分が撓むことを防止できる。
【０１０４】
　また、第５から第８までのいずれか一つの実施形態によれば、ピンの圧入作業完了後に
第２部材のリブ（図１８、図１９、図２１の一対のリブ８１，８２）の大半を削除加工す
るので、第２部材の重量増加を避けることができる。また、その切削加工において気筒間
のリンク重量バラツキを低減できる。
【０１０５】
　第２、第９の実施形態（請求項７に記載の発明）によれば、他方の部材（図１１のアッ
パーリンク６、図２５において図示しないコントロールリンク）を稼働範囲外の姿勢（圧
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入作業姿勢）にした場合に、第１部材（図１１のピストン９、図２５のロアーリンク５ｂ
）の二股部分と第２部材（図１１のアッパーリンク６、図２５において図示しないコント
ロールリンク）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と第２部材とがピン軸方向
に当接するとき、第１部材の二股部分と第２部材との間のピン軸方向（図１１のピストン
ピン軸方向、図２５のコントロールピン軸方向）のクリアランスを無くするリブ（図１１
の一対のリブ５１，５２、図２５の一対のリブ９７，９８）を第１部材（図１１のピスト
ン９、図２５のロアーリンク本体５ｂ）が有するので、ピン圧入作業時には第２部材が第
１部材の二股部分を支持する治具として働くことになり、ピンと第１部材の軸受部との摩
擦によって第１部材の二股部分が撓むことを防止できる。また、リブ（図１１の一対のリ
ブ５１，５２、図２５の一対のリブ９７，９８）によって第１部材の強度を向上できる。
【０１０６】
　第６実施形態（請求項８に記載の発明）によれば、第１部材（図１９のロアーリンク本
体５ａ）の二股部分の付け根側に軸受部でない延長部（図１９の一対の延長部６８，６９
）を有すると共に、第２部材（図１９のアッパーリンク６）には軸受部でない本体部分（
図１９のロッド部３５）と、この本体部分からピン軸方向に突出するリブ（図１９の一対
のリブ８１，８２）とを有し、他方の部材（図１９のアッパーリンク６）を稼働範囲外の
姿勢（圧入作業姿勢）にした場合に、第１部材の延長部（図１９の一対の延長部６８，６
９）と第２部材の本体部分（図１９のロッド部３５）から突出するリブ（図１９の一対の
リブ８１，８２）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と第２部材とがピン軸方
向に当接するとき、第２部材の軸受部及びリブのピン軸方向端面（図１９のアッパーピン
軸方向端面３６，３７及びアッパーピン軸方向端面８１ａ，８２ａ）と、第１部材の二股
部分に設けている軸受部及び延長部のうち第２部材と対面する側の面（図１９の面６１ａ
，６２ａ及び面６７ａ，６８ａ）とが同一平面であるので、他方の部材を稼働範囲外の姿
勢にした場合に、第１部材の二股部分に設けている延長部と、第２部材の本体部分から突
出するリブとが嵌合したときの、第１部材の二股部分と第２部材との抵触面積が増え、リ
ブのみならずリブを含んだ第２部材全体の剛性によって、ピン圧入作業時に第１部材の二
股部分に作用する力を受けることが可能となり、第１部材の二股部分が撓むことを防止で
きる。
【０１０７】
　第７実施形態（請求項９に記載の発明）によれば、第１部材（図２１のアッパーリンク
６）のリブ（図２１の一対の８１，８２）のピン軸方向端面がピン軸方向に直交する面に
対して傾斜する斜面（図２２の斜面８１ｂ１，８２ｂ）であるので、第１部材の二股部分
の内面（図２２の面６７ａ，６８ａ）間の間隔や、第１部材のリブに寸法バラツキがあっ
ても、第１部材の二股部分と第２部材との間のピン軸方向のクリアランスを吸収してゼロ
にすることが可能となり、第１部材の二股部分が撓むことを防止できる。
【０１０８】
　第８実施形態（請求項１０に記載の発明）によれば、第１部材（図２１のロアーリンク
本体５ａ）の二股部分と第２部材（図２１のアッパーリンク６）のリブの一部（図２３の
一対の第１端面８１ｃ，８２ｃ）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と第２部
材とがピン軸方向（図２１のアッパーピン軸方向）に当接するとき、第１部材の二股部分
と第２部材との間のピン軸方向のクリアランスを無くし、リブの残り（図２３の一対の第
２端面８１ｄ，８２ｄ）は第１部材の二股部分と嵌合しないで第１部材の二股部分にピン
軸方向に直交する方向から当接しているので（図２３参照）、第１部材の二股部分と嵌合
しないリブの残りによって第１部材と第２部材の間の相対位置を規制することが可能とな
ることから（図２４参照）、第１部材の二股部分の軸受部（図２１の一対のピンボス部６
１，６２）と第２部材の軸受部（図２１のピンボス部３３）とのピン孔中心を合わせるこ
とが容易になり、第１部材と第２部材の組付性が向上する。
【０１０９】
　第１、第２の実施形態（請求項１３に記載の発明）によれば、往復動エンジンのピスト
ン９とピストンピン８を介して一端が連結されるアッパーリンク６と、このアッパーリン
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ク６にアッパーピン７を介して揺動可能に連結されると共にクランクピン４に回転可能に
装着されるロアーリンク５と、このロアーリンク５とコントロールピン１２を介して揺動
可能に連結されると共にシリンダブロック１に設けられた支点中心に揺動するコントロー
ルリンク１１とを備え（図１参照）、第１部材はピストン９、第２部材はアッパーリンク
６、第１部材と第２部材とを連結するピンはピストンピン８であるので（図９～図１２参
照）、ピストン９の二股部分の軸受部（図９～図１２の一対のピンボス部２４，２５）に
ピストンピン８を圧入してピストン９とアッパーリンク６とを連結する場合に、ピストン
９の二股部分の倒れを防止できる。また、ピストン９の二股部分の軸受部が摺動面でなく
なるので潤滑上の問題が回避されることや、ピストンピン抜け止め用のＣリングまたはサ
ークリップが不要となるため、ピストン９の二股部分の軸受部のピストンピン軸方向幅を
、ピストン９の二股部分の軸受部が摺動面であるフルフロート形式の場合より低減できる
。
【０１１０】
　図１に示したようにエンジン実動中のアッパーリンク６がピストン軸に対して片側（図
１で左側）に振れるリンクジオメトリ（リンク形状）である場合には、ピストン９とアッ
パーリンク６とを合わせた全体の重心位置が、ピストンピン８に対して荷重を受けるスラ
スト側（図１で左側）に位置するため、ピストン９が上死点付近の燃焼荷重を受ける際に
、回転慣性力がスラスト側でピストンスカートの下側部分からピストンスカートをシリン
ダ壁（図１でシリンダ１０ｂ）に衝突させる方向に作用してピストン打音が発生するので
あるが、第３実施形態（請求項１４に記載の発明）によれば、エンジン実動中のアッパー
リンク６がピストン軸に対して片側に振れるリンクジオメトリである場合に、ピストン９
のリブを、エンジン実動中のアッパーリンク６が片側に振れる側（図１１で右側、図１で
左側）と逆の側（図１１で左側、図１で右側）に設けるので、ピストン９とアッパーリン
ク６を合わせた全体の重心位置が、ピストン９のリブの重さの分だけピストンピン８側に
移動することになり、その分回転慣性力が小さくなり、シリンダ壁（図１でシリンダ１０
ｂ）へのピストン打音を低減できる。
【０１１１】
　第１、第２の実施形態（請求項１５に記載の発明）によれば、アンチスラスト側（図９
（Ｂ）、図１０（Ｂ）、図１２の左右方向）のピストンスカートの幅をスラスト側（図９
（Ａ）、図１０（Ａ）、図１１の左右方向）より狭くし、かつピストン９の二股部分の軸
受部（図９～図１２の一対のピンボス部２４，２５）及びアッパーリンク６の軸受部（図
９～図１２のピンボス部３１）のピストンピン軸方向幅をピストン９直径より小さくする
ので、下死点でのピストン９とカウンターウェイト４ｂとの干渉を防止できるため（図８
（Ｂ）参照）、ピストン９下死点位置を低く設定することが可能となりコンパクトかつロ
ングストロークを実現できる。その一方で、ピストン９の二股部分の軸受部のピストンピ
ン軸方向厚さが小さくなり、ピストンピン圧入作業時にピストン９の二股部分の撓み方向
の剛性が低くなるのであるが、第１、第２の実施形態（請求項１５に記載の発明）によれ
ば、他方の部材（図９～図１２のアッパーリンク６）を稼動範囲外の姿勢（圧入作業姿勢
）にした場合にピストン９とアッパーリンク６とがピストンピン軸方向に当接するので、
ピストン９の二股部分の軸受部のピストンピン軸方向厚さが小さくなっても、アッパーリ
ンク６によってピストン９の二股部分が支えられ、ピストン９の二股部分が撓むことを防
止できる。
【０１１２】
　第１、第２の実施形態（請求項１６に記載の発明）によれば、最大の燃焼荷重発生時に
ピストンピン８を中心とするアッパーリンク６の角速度が略ゼロになるリンクジオメトリ
（リンク形状）であるので（図２７参照）、アッパーリンク６とピストンピン８の相対速
度が低減され、アッパーリンク摺動面の耐スカッフ性、耐焼付性が向上する。
【０１１３】
　第１、第２の実施形態（請求項１７に記載の発明）によれば、アッパーピン７の運動軌
跡は、ピストン運動方向（図２７で上下方向）を長軸とし、これに直交する方向を短軸と
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する楕円であるので（図２７参照）、ピストンピン８を中心とするアッパーリンク６の揺
動角が、アッパーピン７の運動軌跡が円に近い形状の場合より小さくなり、その分ピスト
ンピン８を中心とするアッパーリンク６の角速度が小さくなり、ピストンピン８とアッパ
ーリンク６の間の摺動速度が低減され、負荷容量が向上する。このため、アッパーリンク
６の軸受部（図９～図１２のピンボス部３１）のピストンピン軸方向幅を低減させること
が可能となり、それに伴って、アッパーリンク６の軸受部のピストンピン軸方向幅とピス
トン９の二股部分の軸受部（図９～図１２の一対のピンボス部２４，２５）のピストンピ
ン軸方向幅とを合わせた全体としても、ピストンピン軸方向幅を小さくすることが可能と
なり、ピストン９の二股部分の軸受部を、余裕を持ってクランクシャフト２の隣り合うカ
ウンターウェイト４ｂの間の間隔内に納めることができる。
【０１１４】
　第４から第９までのいずれか一つの実施形態（請求項１８に記載の発明）によれば、ピ
ストン９とピストンピン８を介して一端が連結されるアッパーリンク６と、このアッパー
リンク６にアッパーピン７を介して揺動可能に連結されると共にクランクピン４に回転可
能に装着されるロアーリンク５と、このロアーリンク５とコントロールピン１２を介して
揺動可能に連結されると共にシリンダブロック１に設けられた支点中心に揺動するコント
ロールリンク１１とを備え、第１部材はロアーリンク５とアッパーリンク６のいずれか一
方（図１５～図２１のロアーリンク本体５ａ）、第２部材は第１部材でない残りのリンク
（図１５～図２１のアッパーリンク６）、第１部材と第２部材とを連結するピンはアッパ
ーピン７であるか、または、第１部材はロアーリンク５とコントロールリンクのいずれか
一方（図２５のロアーリンク本体５ｂ）、第２部材は第１部材でない残りのリンク（コン
トロールリンク）、第１部材と第２部材とを連結するピンはコントロールピンであるので
、ロアーリンク５とアッパーリンク６のいずれか一方（第１部材）に設けられる二股部分
の軸受部にアッパーピン７を圧入してロアーリンク５とアッパーリンク６とを連結する場
合やロアーリンク５とコントロールリンク１１のいずれか一方（第１部材）に設けられる
二股部分の軸受部にコントロールピン１２を圧入してロアーリンク５とコントロールリン
ク１１とを連結する場合に、第１部材の二股部分の倒れを防止できる。
【０１１５】
　第１から第９までのいずれか一つの実施形態（請求項１９に記載の発明）によれば、第
１部材と第２部材のうちクランクシャフト軸心からの重心位置が遠い方の部材（図９～図
１２のピストン９、図１５～図２１のアッパーリンク６、図２５において図示しないコン
トロールリンク）を機械加工するので、機械加工された方の部材の重量が機械加工以外で
加工する場合より軽くなる（機械加工のほうが機械加工以外より寸法精度が良いため）分
だけクランクシャフト２への慣性入力が低減し、クランクシャフト２の強度を向上できる
。さらに、機械加工された方の部材の寸法精度が機械加工以外で加工する場合より高くな
る分だけ確実に、ピン圧入作業時の第１部材の二股部分の倒れを抑制することができる。
【０１１６】
　第５から第８までのいずれか一つの実施形態（請求項２３に記載の発明）によれば、他
方の部材（図１８～図２１のアッパーリンク６）を稼働範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）に
した場合に、第１部材（図１８～図２１のロアーリンク本体５ａ）の二股部分と第２部材
（図１８～図２１のアッパーリンク６）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と
第２部材とがピン軸方向に当接するとき、第１部材の二股部分と第２部材との間のピン軸
方向のクリアランスを無くするリブ（図１８、図１９、図２１の一対のリブ８１，８２）
を第２部材が有し、ピンの圧入完了後にこのリブを削る（リブの大半を削除加工する）の
で、第２部材の重量増加を避けることができる。また、その切削加工において第１部材と
第２部材とからなる揺動リンク部品間の重量バラツキ（気筒間の揺動リンク連結構造の重
量バラツキ）を低減できる。
【０１１７】
　第２実施形態（請求項２４に記載の発明）によれば、他方の部材（図１１のアッパーリ
ンク６）を稼働範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）にした場合に、第１部材（図１１のピスト
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ン９）の二股部分と第２部材（図１１のアッパーリンク６）が嵌合することによって第１
部材の二股部分と第２部材とがピン軸方向に当接するとき、この第１部材の二股部分と第
２部材との間のピン軸方向のクリアランスを無くするリブ（図１１の一対のリブ５１，５
２）を第１部材が有し、ピンの圧入完了後にこのリブを削るので、第１部材の重量が軽く
なるほか、第１部材と第２部材とからなる揺動部品間の重量バラツキを調整できる。
【０１１８】
　上記第５、第６、第７、第８の実施形態のバリエーションとして、他方の部材（図１８
～図２１のアッパーリンク６）を稼働範囲外の姿勢（圧入作業姿勢）にした場合に、第１
部材（図１８～図２１のロアーリンク本体５ａ）の二股部分と第２部材（図１８～図２１
のアッパーリンク６）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と第２部材とがピン
軸方向に当接するとき、第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面を、ピン（図１８～図
２１において図示しないアッパーピン）を圧入する前に削ることが考えられる（第１０実
施形態）。この第１０実施形態（請求項２２に記載の発明）によれば、他方の部材（図１
８～図２１のアッパーリンク６）を稼働範囲外の姿勢にした場合に、第１部材（図１８～
図２１のロアーリンク本体５ａ）の二股部分と第２部材（図１８～図２１のアッパーリン
ク６）とが嵌合することによって第１部材の二股部分と第２部材とがピン軸方向に当接す
るとき、第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面を、前記ピンを圧入する前に削るので
、第１部材の二股部分と第２部材との嵌合面の寸法精度が高くなり、より確実に第１部材
の二股部分の倒れを抑制することができる。
【０１１９】
　実施形態では、本発明の揺動リンク連結構造を複リンク型ピストンクランク機構を備え
るエンジンに適用した場合について述べたが、これに限定されるものでなく、本発明の揺
動リンク連結構造を単リンク型ピストンクランク機構を備えるエンジンに適用することも
できる。例えば、第１部材を往復動エンジンのピストン、第２部材をこのピストンとクラ
ンクシャフトを連結するコンロッド、第１部材と第２部材とを連結するピンをピストンピ
ンとする（第１１実施形態）。この第１１実施形態（請求項１１に記載の発明）によれば
、第１部材は往復動エンジンのピストン、第２部材はこのピストンとクランクシャフトを
連結するコンロッド、第１部材と第２部材とを連結するピンはピストンピンであるので、
ピストンに設けられる軸受部にピストンピンを圧入してピストンとコンロッドとを連結す
る場合に、ピストンの二股部分の倒れを防止できる。
【０１２０】
　また、第１部材を往復動エンジンのピストン、第２部材をこのピストンとクランクシャ
フトを連結するコンロッド、第１部材と第２部材とを連結するピンをピストンピンとし、
かつエンジン実動中のコンロッドがピストン軸に対して片側に振れるリンクジオメトリ（
リンク形状）である場合に、ピストンのリブを、エンジン実動中のコンロッドが片側に振
れる側と逆の側に設ける（第１２実施形態）。
【０１２１】
　エンジン実動中のコンロッドがピストン軸に対して片側に振れるリンクジオメトリ（リ
ンク形状）である場合には、ピストンとコンロッドを合わせた全体の重心位置がピストン
ピンに対して、荷重を受けるスラスト側に位置するため、ピストンが上死点付近の燃焼荷
重を受ける際に、回転慣性力がスラスト側でピストンスカートの下側部分からピストンス
カートをシリンダ壁に衝突させる方向に作用してピストン打音が発生するのであるが、第
１２実施形態（請求項１２に記載の発明）によれば、エンジン実動中のコンロッドがピス
トン軸に対して片側に振れるリンクジオメトリである場合に、ピストンのリブは、エンジ
ン実動中のコンロッドが片側に振れる側と逆の側に設けるので、ピストンとコンロッドを
合わせた全体の重心位置が、ピストンが有するリブの重さの分だけピストンピン側に移動
することになり、その分回転慣性力が小さくなり、ピストン打音を低減できる。
【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】本発明の揺動リンク連結構造が適用される複リンク型ピストンクランク機構を備
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えるエンジンの概略構成図。
【図２】ピストンストロークを拡大するコンセプトの説明図。
【図３】クランクシャフトと直交する面に沿ったピストンの断面図。
【図４】クランクシャフト軸方向に沿ったピストンの断面図。
【図５】ピストンの一部を切り欠いて示す斜視図。
【図６】ピストンの側面図。
【図７】アッパーリンクの正面図。
【図８】ピストンとアッパーリンクとの組付状態を従来装置と本実施形態とで比較して示
す断面図。
【図９】第１実施形態のエンジン実働時のピストンとアッパーリンクとの組付状態を示す
概略構成図。
【図１０】第１実施形態のピストンピン圧入作業時のピストンとアッパーリンクとの組付
状態を示す概略構成図。
【図１１】第２実施形態のピストンピン圧入作業時のピストンとアッパーリンクとの組付
状態を示す概略構成図。
【図１２】第２実施形態のエンジン実働時のピストンとアッパーリンクとの組付状態を示
す概略構成図。
【図１３】図８（Ｂ）に示した連結方法と同じ連結方法でアッパーリンクとロアーリンク
本体５ａとを連結した組付状態を示す断面図。
【図１４】アッパーピン圧入作業時のロアーリンク本体５ａの二股部分の撓み（ボス倒れ
）を説明するための概略図。
【図１５】第４実施形態のエンジン実働時のロアーリンクとアッパーリンクとの組付状態
を示す断面図。
【図１６】第４実施形態のエンジン実働時のロアーリンクとアッパーリンクとの組付状態
を示す概略構成図。
【図１７】第４実施形態のアッパーピン圧入作業時のロアーリンクとアッパーリンクとの
組付状態を示す概略構成図。
【図１８】第５実施形態のアッパーピン圧入作業時のロアーリンクとアッパーリンクとの
組付状態を示す概略構成図。
【図１９】第６実施形態のアッパーピン圧入作業時のロアーリンクとアッパーリンクとの
組付状態を示す概略構成図。
【図２０】第５、第６の実施形態のエンジン実働時のロアーリンクとアッパーリンクとの
組付状態を示す概略構成図。
【図２１】第７、第８の実施形態のアッパーピン圧入作業時のロアーリンクとアッパーリ
ンクとの組付状態を示す概略構成図。
【図２２】図２１のＸ－Ｘ線に沿った断面図。
【図２３】図２１のＸ－Ｘ線に沿った断面図。
【図２４】第８実施形態のエンジンをバックからみたときのロアーリンク本体５ａ及びア
ッパーリンクの概略構成図。
【図２５】第９実施形態のロアーリンク本体５ｂの二股部分の斜視図。
【図２６】第９実施形態のロアリンクネジ底応力発生メカニズムを説明するための概略図
。
【図２７】実施形態のアッパーピン軌跡を説明するための概略図。
【図２８】先行エンジンの概略構成図。
【符号の説明】
【０１２３】
　５　ロアーリンク
　５ａ　ロアーリンク本体（第１部材）
　５ｂ　ロアーリンク本体（第１部材）
　６　アッパーリンク（第２部材）
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　７　アッパーピン（ピン）
　８　ピストンピン（ピン）
　９　ピストン（第１部材）
　１１　コントロールリンク（第２部材）
　１２　コントロールピン（ピン）
　４ｂ　カウンタウェイト
　２３　スカート部
　２４，２５　ピンボス部（第１部材の二股部分の軸受部）
　３１，３３　ピンボス部（第２部材の軸受部）
　５１，５２　リブ
　６１，６２　ピンボス部（第１部材の二股部分の軸受部）
　６７，６８　延長部
　８１，８２　リブ
　９１，９２　ピンボス部（第１部材の二股部分の軸受部）
　９７，９８　リブ

【図１】 【図２】
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